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要 旨 

 

 アジアが消費市場としての重要性を増すなか、日本のサービス業の進出が活発化している。消費

市場の拡大は、特に流通形態の複雑化、高度化に対する需要を拡大させると考えられ、アジアにお

ける卸売業、小売業、物流業に対する需要は今後、一層、拡大することが見込まれる。一方、アジ

ア各国では卸売業、小売業、物流業などのサービス業に対する外資規制が、依然として幅広く残さ

れており、参入障壁が存在している国も多い。また、一部の国では進出する際、インセンテイブ制

度、各国が締結している FTA・投資協定等を活用することも検討対象となる。特に、ASEAN では 2015

年末の ASEAN 経済共同体（AEC）創設に向けサービス貿易自由化交渉が進められており、今後、一

部の外資規制の自由化も期待される。本特集では、サービス業の中でも日系企業の関心の高い卸売

業、小売業、物流業に焦点をあて、各国の外資規制の概要と関連する企業動向などを紹介する。 
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アジアの卸売・小売・物流業の外資規制比較と FTA 等の活用可能性（総論） 
 

ジェトロ・シンガポール 椎野幸平 

 

 アジアが消費市場としての重要性を増すなか、日本のサービス業の進出が活発化している。消費市場の

拡大は、特に流通形態の複雑化、高度化を進展させると考えられ、アジアにおける卸売業、小売業、物流

業に対する需要は今後、さらに拡大することが見込まれる。一方、アジア各国ではそうしたサービス業に対

する外資規制が、依然として幅広く残されており、参入障壁のある国も多い。卸売業については小売業、

物流業と比較して外資規制は相対的に緩やかな国が多いが、小売業、物流業では多くの国で幅広く外資

規制が残されている。一方、アジア各国のサービス業の外資規制を検討する際、各国のインセンテイブ制

度や会社法、各国が締結している FTA・投資協定による例外規定を活用する方法なども検討の対象とな

る。特に、ASEAN においては、2015 年末の ASEAN 経済共同体（AEC）創設に向け ASEAN サービス枠組

み協定（AFAS）でサービス貿易自由化交渉が行われており、外資規制自由化の進展が期待されている。 

■ 存在感高める流通関連業の対アジア直接投資 

 日本の対アジア直接投資で、サービス業（非

製造業）の比率が徐々に拡大をしている。2012

年末の日本の対アジア直接投資残高（24 兆 9399

億円）のうち、サービス業は 9 兆 1750 億円と

全体の 36.8％を占め、2005 年（29.4％）から

7.4％増加した（図表 1）。卸売・小売業、物流業

を含めた運輸業の残高は 3 兆 2215 億円で、対

アジア直接投資残高の 12.9％を占める。この内、

卸売・小売業の残高は 2 兆 8992 億円で、2005

年（1 兆 105 億円）から約３倍、対アジア直接

投資残高に占める構成比も同

9.8％から 11.6％に上昇、運輸業

については 3223 億円で残高では

2005 年から約 10 倍に拡大し、同

0.3％から 1.3％に上昇している。

フロー（国際収支、ネット）でも

同様に、卸売・小売業、運輸業で

対アジア直接投資が拡大してい

る。 

 日本の卸売・小売業、運輸業全

体の対世界直接投資残高（13 兆

2082 億円）に占めるアジアの比率

も 2005 年（1 兆 430 億円）の 19.6％から 2012

年には24.4％（3兆2215億円）へ上昇しており、

卸売・小売業、運輸業の対外直接投資における

アジアの重要性が高まっている状況にある。 

 アジアの卸売・小売業、運輸業に対する直接

投資残高を国・地域別にみると、2012 年にはシ

ンガポール（9689 億円）が最も多く、中国（9247

億円）、香港（5394 億円）、台湾（2166 億円）

が続いている（図表 2）。中国、香港、台湾への

直接投資残高は、金額ベースでは増加している

ものの、卸売・小売業、運輸業全体の対アジア

図表１　日本の対アジア直接投資残高（業種別）
（単位：億円、％）

金額 構成比

残高 73,113 104,885 112,970 127,973 157,648 63.2

非製造業 30,489 56,937 60,409 71,967 91,750 36.8

卸売・小売・運輸計 10,430 20,749 21,314 24,401 32,215 12.9

（卸売・小売業） 10,105 17,963 19,333 21,634 28,992 11.6

（運輸業） 324 2,786 1,981 2,767 3,223 1.3

103,602 161,822 173,379 199,941 249,399 100.0

フロー 12,170 10,137 12,505 17,159 17,663 66.0

非製造業 5,810 9,290 6,530 14,049 9,115 34.0

卸売・小売・運輸計 784 3,548 2,118 3,618 4,082 15.2

（卸売・小売業） 780 2,154 1,861 3,048 3,408 12.7

（運輸業） 3 1,394 257 571 674 2.5

17,980 19,427 19,035 31,209 26,778 100.0

〔資料〕「国際収支統計」（日本銀行）から作成

2011年末
2012年末

製造業

計

製造業

計

2005年末 2009年末 2010年末
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直接投資残高に占める構成比は

2005 年と比較して低下している。

一方、タイ（2028 億円）、インド

ネシア（630 億円）、マレーシア

（612億円）などのASEAN諸国、

インド（446 億円）の構成比は上

昇しており、これらの地域への直

接投資伸び率が相対的に大きいこ

とがわかる。なお、シンガポール

については、近年、地域統括拠点

としての役割を強化する日系企業

が多いため、残高にはシンガポー

ル国内向けの投資のみならず、商社などを中心

にシンガポールから第三国に投資するための資

金も多く含まれていると考えられる。 

 一方、アジア各国では、特に小売業、物流業

に対して、厳しい外資規制を課している国が多

く、この分野の対アジア直接投資を抑制する一

つの要因になっていると考えられる。ジェトロ

が過去に実施した外資規制に関する調査でも、

在アジア日系企業から、特に小売業、運輸業に

関する外資規制の緩和要望が数多く寄せられて

いる。この背景には、流通業では中小企業の海

外進出も多く、海外で活動する事業者数が多い

こともあると考えられる。ジェトロが毎年、実

施している「在アジア・オセアニア日系企業活

動実態調査（2013 年）」1では、回答企業総数

（4561 社、製造業：2420 社、非製造業：2141

社）のうち、卸売・小売・運輸業は計 1212 社（卸

売・小売業：986 社、運輸業：226 社）と全体

の 26.6％を占めている。 

 以下では、ジェトロ各事務所の報告などをも

とに、卸売業、小売業、物流業それぞれについ

て、アジア主要国の外資規制の現状を比較する。 

                                                   
1 「在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2013 年）」

は以下のジェトロ・ウエブサイトを参照。

http://www.jetro.go.jp/news/releases/20131210456-news 

 

■ 卸売業に対する外資規制比較 

 アジア主要国における卸売業の外資規制の現

状を比較したものが図表 3 である。卸売業では

商社などを中心に以前からアジアで活発な投資

が行われてきたが、この背景には卸売業に対す

る外資規制が小売業や物流業に比べると、限定

的な国が多いことも寄与していると考えられる。 

 卸売業で外資規制が緩やかで、外資 100％出

資が認められる国として、インドネシア、フィ

リピン、カンボジア、インド、スリランカ、パ

キスタンが挙げられる。これらの国では、一部

を除いて、条件が付かないか、もしくは緩やか

な条件で外資 100％出資が認められる。 

 一部制限がありながらも外資 100％出資を認

める国にはマレーシア、ベトナム、中国、タイ

が挙げられる。マレーシアについては、「流通取

引・サービスへの外国資本参入に関するガイド

ライン」（MDTCCガイドライン）に基づき、2010

年 5 月以降、卸売業には外資 100％出資が可能

となっている。それ以前は、ブミプトラ（マレ

ーシア国内のマレー人と先住民族を指し、人口

の 67.4％を占める）資本が 30％以上出資するこ

とが要件となっていたが、外資規制自由化が実

施され、現在では外資 100％出資がほぼ全ての

図表２　日本の対アジア直接投資残高（卸売・小売・運輸、国・地域別）
（単位：億円、％）

金額 構成比 金額 構成比

シンガポール 1,500 90 1,591 15.2 8,133 1,556 9,689 30.1

中国 3,423 162 3,585 34.4 8,635 612 9,247 28.7

香港 2,807 23 2,830 27.1 5,075 319 5,394 16.7

台湾 1,048 7 1,055 10.1 2,166 0 2,166 6.7

タイ 454 3 456 4.4 1,775 253 2,028 6.3

韓国 332 46 379 3.6 1,310 121 1,431 4.4

インドネシア 88 5 94 0.9 583 47 630 2.0

マレーシア 158 0 158 1.5 539 72 612 1.9

インド 77 0 77 0.7 299 147 446 1.4

フィリピン 223 0 223 2.1 362 0 362 1.1

ベトナム - - - - 108 53 161 0.5

アジア 10,105 324 10,430 100.0 28,992 3,223 32,215 100.0

〔資料〕「国際収支統計」（日本銀行）から作成

2005年末 2012年末

卸売・小売・運輸計卸売・
小売業

運輸
卸売・
小売業

運輸
卸売・小売・運輸計
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分野で可能となっている。しかし、卸売業の内、

完成車の輸入販売については、オープン輸入許

可書（AP）の取得が求められる一方、AP は現

在、新規発行されておらず、実質的に規制が残

されている。ベトナムについては、原則として

外資 100％出資が可能だが、たばこ、本、新聞、

雑誌、ビデオ録画物、貴金属、医薬品、砂糖な

ど一部の品目で外資系企業の取り扱いが認めら

れていない。 

 中国については、「外商投資商業領域管理弁法」

（2004 年施行）で、卸売業は原則として外資

100％出資が可能である。但し、同一の外国投資

者が 30 店舗超を設置する場合で、かつ一部の品

目（食料、植物油、医薬品、たばこ、自動車、

原油、農薬等）を取り扱う場合には、外資出資

比率は 49％に制限される。 

 タイでは、外国人事業法で「1 店舗当たり最

低資本 1 億バーツ（約 3 億 1000 万円）未満の

図表３　アジア主要国における卸売業に対する外資規制の概要

卸売業に関する外資規制概要

タイ 「1店舗当たり最低資本1億バーツ未満の卸売業」が外国人事業法で定める外資規制業種の対象となっている
（1店舗当たり最低資本1億バーツ以上は100％出資可能）。但し、同法では外資出資比率50％未満の企業は
タイ企業と定義されるため、50％未満までの出資は可能、1億バーツ未満の場合でも商務省事業発展局の認
可取得を条件に50％以上の出資可能。一部業務については、投資奨励法に基づき、タイ投資委員会（BOI）の
認可取得を条件に100％出資が可能。

マレーシア 「流通取引・サービスへの外国資本参入に関するガイドライン」（MDTCCガイドライン）に基づき、外資出資100
％出資が可能（2010年5月以前は、ブミプトラ資本が30％以上出資することが要件となっていたが、同規制は撤
廃）。但し、完成車の輸入販売にはオープン輸入許可書（AP）の取得が求められるが、APは現在、新規発行さ
れていない。

インドネシア 外資出資100％の出資が可能。外資規制を強化する動きもある。

フィリピン 輸出入業は外資100％出資が可能。国内販売業は原則として外資出資40％までに制限されているが、払込資
本金20万ドル（約2000万円）以上の場合は外資100％出資可能。

ベトナム 原則として外資出資100％可能。但し、たばこ、本、新聞、雑誌、ビデオ録画物、貴金属、医薬品、砂糖など一
部の品目は外資系企業の取り扱いが認められていない。

カンボジア 外資100％出資が可能。

ラオス 「卸売・小売事業に関する商工省決定（No.0977/MOIC.DDT）」（2012年5月18日付）、「ラオスにおける卸売の
ための輸入企業設立時の外国人投資家の合弁が可能な商品と投資比率についての商工省大臣告示（No.126
5/MOIC.SLT）」（2012年6月28日付）に基づき、ASEAN域内の投資家を対象に、輸入会社設立を条件に、かつ
繊維、衣服、靴製品を取り扱う場合には外国企業の出資比率は49％まで出資が可能。

ミャンマー ミャンマー投資委員会（以下、MIC）による施行細則（MIC通達、2013年1月発表）で、卸売業の外資規制は商
業省見解に従うとあるが、これまでのところ、商業分野への外資参入は認められていない。また、輸入について
は、一部の品目を除き、内外無差別で輸入ライセンスの取得が求められている。

インド 外資100％出資可能。小売業への参入規制があることもあり、世界の大手小売業も卸売業で参入している事
例がみられる。

バングラデシュ 外資参入を禁止する明文規定はないが、投資庁においてサービス業への外資出資に対して個別に審査が行
われるため、投資庁との調整が必要。

スリランカ 外資100％までの出資が可能と理解される（支店での参入の場合は、最低資本金20万ドル以上）。但し、法令
解釈に曖昧な部分があり、個別に会社登記局、投資庁（BOI)と協議する必要。

パキスタン 外資100％出資が可能。以前は最低15万ドル以上の投資要件が課されていたが、2013年2月に撤廃。

中国 「外商投資商業領域管理弁法」（2004年施行）で、卸売業は原則として外資100％出資やフランチャイズ経営が
可能。しかし、同法第18条により、同一の外国投資者が30店舗超を設置する場合、かつ一部の取扱品目（食料
、植物油、医薬品、タバコ、自動車、原油、農薬等）を取り扱う場合には、外資出資比率49％に制限。

〔資料〕ジェトロ各事務所報告、JFILE（ジェトロ）、「アジア主要国のビジネス環境比較」（ジェトロ、2012年3月）、「アジア新興国のビ
ジネス環境比較」（ジェトロ、2013年4月）、各国政府資料から作成
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卸売業」が外資規制対象となっているため、原

則として、1 店舗当たり最低資本金 1 億バーツ

以上の投資を行う場合のみ、外資 100％出資が

認められる。最低資本金については、他の国で

も課される場合があり、フィリピンとスリラン

カは最低資本金 20 万ドル（約 2000 万円）以上

となっている。タイの最低資本金規制は他の国

の水準と比べて、閾値が高い点が特徴である。

但し、①同法では外資出資比率 50％未満の企業

はタイ企業と定義されるため、50％未満までの

出資が可能であること、②1 億バーツ未満の場

合でも商務省事業発展局の認可取得を条件に

50％以上の出資が可能な制度となっていること、

③一部業務については、投資奨励法に基づき、

タイ投資委員会（BOI）の認可取得を条件に

100％出資が認められる場合もある（その他の例

外規定については後述）。 

 日系企業の関心が高い一方、外資規制が障害

となって参入が認められない国がミャンマーで

ある。新外国投資法に基づく施行細則（2013 年

1 月発表）では、卸売業の外資規制は商業省見

解に従うと定められているが、現在、卸売業へ

の外資参入は認められていない。そのため、日

系企業を含め外資系企業が販売会社をミャンマ

ーに設立、商品を輸入して国内販売をすること

ができず、ミャンマーでの輸入販売には地場資

本のパートナーと提携する必要がある。ミャン

マー市場は今後の成長性が期待されているだけ

に、卸売業の外資規制緩和への要望が強い国の

一つである。特に、ASEAN に加盟するミャン

マーは、2015 年の ASEAN 経済共同体（AEC）

創設に向け、交渉が行われている ASEAN のサ

ービス枠組み協定（AFAS）に基づき、今後、卸

売業を含むサービス業の外資規制緩和が行われ

ることが期待されている（AFAS については後

述）。 

  同様に、ラオスでは過去、卸売業についてラ

オス資本との合弁の場合のみ認めると裁量的な

規制となっていたが、2012 年には ASEAN 地域

の投資家を対象に、輸入会社設立を条件に、か

つ繊維、衣服、靴製品を取り扱う場合には外資

出資比率49％までを可能とする内容の通達が公

表されている。投資家、分野を限定した内容で、

現在はミャンマーと並び、卸売業で厳しい外資

規制が残されている国に位置付けられる。  

  また、バングラデシュでは、外資参入を禁止

する明文規定はないが、投資庁においてサービ

ス業への外資出資に対して個別に審査が行われ

るため、投資庁との調整が必要となっている。 

 

■ 小売業に対する外資規制比較   

  小売業は、各国ともに外資規制が最も多く残

されている分野である。アジア主要国の小売業

に対する外資規制を比較したものが図表 4 であ

る。 

 アジア主要国の中で、小売業に対する外資規

制を課していない国がカンボジアとパキスタン

であり、両国では小売業への外資 100％出資が

認められる。カンボジアでは、実際に外資系企

業の進出もみられ、現在、イオンが首都プノン

ペンに大型のショッピングモール（敷地面積：

約 6 万 8000 平方メートル）を建設中で、2014

年中に開店予定である。同モールは食品売り場

に加え、家電量販店、アパレル雑貨、シネマコ

ンプレックス、ボーリング場、レストランなど

総合的なモールとなる予定である。加えて、カ

ンボジアは国内市場がドル化（預金の 96％がド

ル）し、国内取引もドル取引が一般的で為替リ

スクが少ないこと、外為規制も緩やかであるこ

とも投資環境上の魅力となっている。 

 一定の条件付きで外資 100％出資を認める国

には、中国、フィリピン、スリランカ、タイ、

マレーシア、インドネシアが挙げられる（但し、

フィリピンは親会社の要件に関し、厳しい条件
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を付保）。この内、中国は一定店舗数以上を規制

対象とし、フィリピン、スリランカ、タイは最

低資本金規制のもと一定規模以上の小売業の外

資参入を認めている。マレーシア、インドネシ

アは一定の売場面積以上の小売業への外資参入

を認める一方、コンビニエンスストアなど売場

面積の小さい小売業を明示的に外資参入禁止し

ている。 

 中国については、「外商投資商業領域管理弁法」

（2004 年施行）で、小売業は原則として外資

100％出資が可能である。しかし、同一の外国投

資家が 30 店舗を超えて設置する場合で、かつ一

部の品目（食料、植物油、医薬品、たばこ、自

動車、原油、農薬等）を取り扱う場合には、外

資出資比率 49％に制限する規定がある。また、

ガソリンスタンドについても、30 店舗超を展開

する外資系企業は外資出資比率49％に制限され

る。 

 フィリピンは、最低資本金が 250 万ドル（約

2 億 5000 万円）以上を出資し、かつ１店舗当た

りの資本金が83万ドル以上の場合は外資100％

出資が可能である（250 万ドル未満の場合は外

資出資禁止）。加えて、国家経済開発庁（NEDA）

が指定する高級品を取り扱う業態では最低資本

金が 25 万ドル以上に緩和される。但し、親会社

の純資産が前者の場合は 2 億ドル以上、後者の

場合は 5000 万ドル以上、世界で 5 件以上の店

舗展開もしくはフランチャイズを展開し、かつ

その内の１店は 2500 万ドル以上の資本金であ

ることが求められるなど出資する親会社につい

て厳しい要件が課されている。スリランカにつ

いては、外資 100％出資が可能だが、最低資本

金 100 万ドル以上であることが条件となってい

る。   

  また、タイは卸売業と同様に、「最低資本 1 億

バーツ（約 3 億 1000 万円）未満、かつ 1 店舗

当たり最低資本 2000 万バーツ（6200 万円）未

満の小売業」と「飲食物販売」が外国人事業法

で定める外資規制業種となっている。そのため、

最低資本金 1 億バーツ（3.2 億円）以上、かつ１

店舗当たり最低資本 2000 万バーツ（6400 万円）

以上の小売業は外資 100％出資が可能である。

また、同法では外資出資比率 50％未満の企業は

タイ企業と定義されるため、50％未満までの出

資が可能であること、1 億バーツ未満の場合で

も商務省事業発展局の認可取得を条件に50％以

上の出資が可能となっている。 

 マレーシアは、売り場面積などによって詳細

な規制体系がつくられている。外資出資が認め

られない小売分野は、売場面積 3000 平方メート

ル未満の店舗、コンビニエンスストア、食料品

店、雑貨販売店、薬局、ガソリンスタンドなど

が対象となっている。一方、ハイパーマーケッ

ト（売場面積 5000 平方メートル以上）、スーパ

ーストア（売場面積 3000 平方メートル以上

4999 平方メートル以下）については、最低 30％

のブミプトラ資本の出資が求められるため、外

資出資は 70％まで認められる。加えて、デパー

ト、専門店は外資 100％出資が可能だが、デパ

ートは 2 千万リンギ（約 6 億円）、専門店は 100

万リンギ（約 3000 万円）の最低資本金が必要と

なる。さらに、ハイパーマーケット、スーパー

ストア、デパートでは店頭陳列スペースの最低

30％はブミプトラ資本の中小企業の商品を取り

扱うことが義務付けられている。進出形態によ

って適用される規制が異なるため、慎重な検討

が必要だ。 

 インドネシアも、マレーシアと似た規制体系

を有している。外資 100％出資が認められる分

野は、営業床面積 400 平方メートル以上のミニ

マーケット、同 1200 平方メートル以上のスーパ

ーマーケット、同 2000 平方メートル以上のデパ

ートである。一方、これらの規模に満たない形

態、コンビニエンスストアへの外資出資は禁止
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されている。国内の零細小売業者を保護するこ

とを目的に、小型店舗は規制、大型店舗は認め

る規制体系となっていると考えられる。 

 一定の条件付きで外資 100％出資を認めるも

図表４　アジア主要国における小売業に対する外資規制の概要

小売業に関する外資規制概要

タイ 「最低資本1億バーツ（約3億1000万円）未満、かつ1店舗当たり最低資本2000万バーツ（約6200万円）未満の小売業」
、「飲食物販売」が外国人事業法で定める外資規制業種の対象となっている（最低資本金1億バーツ以上、１店舗当たり
最低資本2000万バーツ以上の小売業は外資100％出資可能）。但し、同法では外資出資比率50％未満の企業はタイ
企業と定義されるため、50％未満までの出資は可能であり、1億バーツ未満の場合で商務省事業発展局の認可取得条
件に50％以上の外資出資可能。

マレーシア 「流通取引・サービスへの外国資本参入に関するガイドライン」（MDTCCガイドライン）に基づき、売場面積3000平方メー
トル未満の店舗、コンビニエンスストア、食料品店、雑貨販売店、薬局、ガソリンスタンド等については外資出資が禁止。
ハイパーマーケット（売場面積5000平方メートル以上）、スーパーストア（売場面積3000平方メートル以上4999平方メー
トル以下）については、最低30％のブミプトラ資本の出資が求められる（外資出資比率70％に制限）。一方、デパート、専
門店は外資100％出資が可能だが、デパートは2千万リンギ（約6億円）、専門店は100万リンギ（約3000万円）の最低資
本金が必要。この他、ハイパー、スーパーストア、デパートでは店頭陳列スペースの最低30％はブミプトラ資本中小企業
の商品を取り扱うことが義務付けられている。

インドネシア インドネシア大統領令2010年36号により、営業床面積400平方メートル以上のミニマーケット、同1200平方メートル以上
のスーパーマーケット、同2000平方メートル以上のデパートには外資100％出資が可能（それぞれ同規模以下の外資
進出は禁止）。コンビニエンスストアへの外資出資は禁止。外資規制を強化する動きもある。

フィリピン ①最低資本金が250万ドル（約2億5000万円）以上を出資し、かつ１店舗当たりの資本金が83万ドル以上の場合は外資
100％出資が可能（250万ドル以下の場合は外資出資禁止）、②国家経済開発庁（NEDA）が指定する高級品を取り扱う
業態では最低資本金が25万ドル以上に緩和。但し、親会社の純資産が①の場合は2億ドル以上、②の場合は5000万ド
ル以上、世界で5件以上の店舗展開もしくはフランチャイズを展開し、かつその内の１店は2500万ドル以上の資本金であ
ることが求められるなど出資する親会社について厳しい要件が課されている。

ベトナム 2009年1月からは小売・流通業で外資100％の出資が可能となったが、2店舗目以降は許可制となっている。2店舗目以
降は、小売店舗数、市場の安定度、地域の規模などの要素を検討するエコノミック・ニーズ・テスト（ENT)に基づき判断さ
れる。2013年6月22日に施行された外資企業の商品売買活動のガイドライン（通達08／2013／TT−BCT号）では、ENT
の基準が緩和され、500平方メートル未満の面積で2店舗目以降を出店する場合には、ENTの対象外となる緩和措置が
導入されている。

カンボジア 外資100％出資が可能。大規模な小売業の場合、投資優遇措置の対象ともなる。

ラオス 「卸売・小売事業に関する商工省決定（No.0977/MOIC.DDT）」（2012年5月18日付）に基づき、2012年5月以降、小売業
については一切の外資出資が禁止（それまでは外資出資比率は25％まで可能）。

ミャンマー ミャンマー投資委員会（MIC）による施行細則（MIC通達、2013年1月発表）で、2015年以降、投資額300万ドル（約3億円
）以上の自動車、オートバイを除く小売業については、外資出資が可能となると理解される。一方、同細則には、小規模
小売業、ミャンマー企業の既存店舗から近接した場所への参入が認められないとも明記されており、案件毎に投資企業
管理局（DICA）等に確認することが必要。

インド 政府の個別認可取得と一定条件を満たすことを条件に、単一ブランドの商品のみを販売する小売業については外資100
％までの出資が可能。但し、51％超の出資には、調達規制（調達額の３割を国内調達、小規模企業からの調達が推奨）
が適用。
スーパーやコンビニなど複数ブランドの商品を扱う総合小売業は一定条件を満たすことを条件に51％まで出資可能。一
定条件とは、最低投資額1億ドル（約100億円）、3年以内にバックエンド・インフラ（ロジステイクス関係、倉庫、製造等）に
投資額の50％以上を投資すること、調達額の3割は小規模企業（工場・機械への投資額100万ドル以下の企業）から行
うこと、人口100万人（2011年センサス時点）以上の都市を対象（100万人未満の都市は州政府の許可取得要）を義務
付けるなど各種の条件を満たすことが求められる。なお、複数ブランドの小売業は、各州政府が同外資規制を受け入れ
るか否かを判断する権限が付与されており、2013年12月現在では、全28州・7直轄領中、デリー準州、ハリヤナ州、マハ
ラシュトラ州、アンドラ・プレデシュ州、ラジャスタン州、ウッタラカンド等計12州に留まっている。

バングラデシュ 外資参入を禁止する明文規定はないが、投資庁においてサービス業への外資出資に対して個別に審査が行われるた
め、投資庁との調整が必要。

スリランカ 外資100％出資が可能。但し、最低資本金100万ドル（約１億円）以上であることが条件（支店の場合は同200万ドル〈約
2億円）以上）。国内で生産活動を行う企業には、一定の国内小売を認める例外措置もある。

パキスタン 外資100％出資が可能。以前は最低15万ドル（約1500万円）以上の投資要件が課されていたが、2013年2月に撤廃。

中国 「外商投資商業領域管理弁法」（2004年施行）で、小売業は原則として外資100％出資やフランチャイズ経営が可能。し
かし、同法第18条により、同一の外国投資者が30店舗超を設置する場合、かつ一部の品目（食料、植物油、医薬品、た
ばこ、自動車、原油、農薬等）を取り扱う場合には、外資出資比率49％に制限。ガソリンスタンドについては、30店舗超
を展開する外資系企業は外資出資比率49％に制限。

〔資料〕ジェトロ各事務所報告、JFILE（ジェトロ）、「アジア主要国のビジネス環境比較」（ジェトロ、2012年3月）、「アジア新興国のビジネス環境
比較」（ジェトロ、2013年4月）、各国政府資料から作成
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のの、その条件が非常に厳格な国としてベトナ

ムとインドが挙げられる。ベトナムについては、

2009 年 1 月から小売・流通業で外資 100％の出

資が可能となったが、2 店舗目以降は許可制と

なっている。2 店舗目以降は、小売店舗数、市

場の安定度、地域の規模などの要素を検討する

エコノミック・ニーズ・テスト（ENT)に基づい

て判断され、実質的に 2 店舗目以降の事業展開

が困難な状況にあった。2013 年 6 月に施行され

た外資企業の商品売買活動のガイドライン（通

達 08／2013／TT−BCT号）では、ENT の基準

が緩和され、500 平方メートル未満の面積で 2

店舗目以降を出店する場合には、ENT の対象外

となる緩和措置が導入されている。 

 インドについては、①ブランドショップなど

単一ブランドの商品を販売する小売業、②スー

パーやコンビニなど複数ブランドの商品を販売

する小売業で外資規制が異なっている。単一ブ

ランドについては、政府の個別認可取得と一定

条件を満たすことを条件に外資 100％までの出

資が認められている。しかし、51％超の出資に

は、調達額の 3 割を国内調達（小規模企業から

調達することが推奨）することを求める調達規

制が適用される。複数ブランドについては、一

定条件を満たすことを条件に51％まで出資可能

だが、その一定条件が厳しい内容で、事実上の

参入障壁となっている。一定条件とは、最低投

資額 1 億ドル（約 100 億円）、3 年以内にバック

エンド・インフラ（ロジステイクス関係、倉庫、

製造等）に投資額の 50％以上を投資すること、

調達額の 3 割は小規模企業（工場・機械への投

資額 100 万ドル以下の企業）から行うこと、人

口 100 万人以上の都市への進出に限定すること

（100 万人未満の都市は州政府の許可取得要）

など各種の条件を満たすことなどが求められる。 

 また、複数ブランドの小売業については、各

州政府が同外資規制を受け入れるか否かを判断

する権限が付与されており、2013 年 12 月現在

では、全 28 州・7 直轄領中、デリー準州、ハリ

ヤナ州、マハラシュトラ州、アンドラ・プラデ

シュ州、ラジャスタン州、ウッタラカンド州な

ど計 12 州に留まっている。単一ブランドの小売

業へ参入する外資系企業は、特に 51％以下の出

資形態で数多くみられるものの、複数ブランド

の小売業は、一定条件が高い参入障壁となって

いる。しかし、2013 年 12 月には英国小売大手

のテスコが M&A を通じて、インドでスーパー

マーケットを展開する方針を発表し、今後の動

向が注目されている。 

 小売業への外資参入が禁止されている国はミ

ャンマーとラオスである。ミャンマーは、現在

は小売業の外資参入は認められていないと理解

される。新外国投資法に基づく施行細則（2013

年 1 月発表）により、2015 年以降、投資額 300

万ドル以上の自動車、オートバイを除く小売業

については、外資出資が可能となるとみられて

いるが、同細則には小規模小売業、ミャンマー

企業の既存店舗から近接した場所への参入が認

められないとも明記されており、具体的な運用

がどのようになるか定かでない。ラオスについ

ては、2012 年 5 月以降、小売業については一切

の外資出資が禁止された。それまでは外資出資

比率は 25％まで可能とされ、また裁量的に小売

業への外資出資が認められるケースもみられた

が、小売業への外資規制が厳格化されている。 

 バングラデシュについては、外資参入を禁止

する明文規定はないが、投資庁においてサービ

ス業への外資出資に対して個別に審査が行われ

るため、投資庁との調整が必要とされている。 

 

■ 物流業に対する外資規制比較 

 一方、物流業は、各国で厳しい外資規制が課

されている。アジア主要国の物流業への外資規

制を比較したものが図表 5 である。主要国の多
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くで外資出資比率が50％未満に制限されている

ケースが多くみられる。一部の物流業を対象と

する場合も含め、外資による半数以上の出資が

制限されている国は、中国、タイ、マレーシア、

インドネシア、ラオス、バングラデシュ、スリ

ランカ、ベトナムである。 

  中国については、道路貨物輸送業、倉庫保管

業は外資 100％出資が可能だが、航空、海上貨

物サービスは外資 49％までに制限されている。

タイについては、外国人事業法のネガテイブリ

スト（外資規制対象業種リスト）付表 22に該当

し、外資出資比率 50％未満に制限されている。

但し、同法では外資出資比率 50％未満の企業は

タイ企業と定義されるため、50％未満までの出

資は可能である。また、外国人事業法上は、内

閣の承認の下、商務大臣の認可取得により 50％

以上の外資出資が可能とする制度となっている。

また、一部業務については、投資奨励法に基  

 づき、タイ投資委員会（BOI）の認可取得を

条件に 100％出資が認められる制度ともなって

いる。 

  マレーシアについては、陸上貨物輸送につい

ては、51％のマレーシア資本（うち、最低 30％

はブミプトラ資本）の出資を求める外資出資規

制（外資出資比率は 49％まで）に加え、最低資

本金規制（25 万リンギ、約 775 万円）などが課

されている。海運については、最低 30％のブミ

プトラ資本の出資が求められる。一方、空運は

外資 100％出資が可能で、倉庫業は保税倉庫で

は最低30％のブミプトラ資本の出資が求められ

るなど、分野毎にかなり細かく規制されている

点が特徴だ。 

                                                   
2 タイのネガテイブリスト（外資規制対象業種のリスト）は外

国人の事業活動が許可されない業種を列挙した付表１、50％以

上の出資には内閣の承認の下、商務相の許可が必要な業種を列

挙した付表 2、50％以上の出資には外国人事業委員会の承認の

下、局長の認可が必要な業種を列挙した付表 3 の 3 種類に分け

られている。運輸業は付表 2 に分類されている一方、小売業、

卸売業は付表 2よりは条件が緩やかな付表 3に分類されている。 

 インドネシアも、一般貨物輸送など幅広い分

野で外資出資比率 49％までに制限され、ラオス

も法令で明確に規定されていないが、商工省の

内規で外資出資比率49％以下に制限されている

とされる。バングラデシュも、外資出資 49％ま

でに制限され、かつ 2012 年 4 月以降、新規認

可が停止された状態にあるとされる。スリラン

カも外資出資 40％まで出資可能だが、40％超の

出資は投資庁（BOI）からの個別認可取得が求

められる。 

  ベトナムは、海上貨物輸送（外資出資 49％以

下）、陸上貨物輸送サービス（外資出資 51％以

下）、通関サービス（外資出資 99％まで可能）

など個別分野毎に詳細に外資出資規制が定めら

れている。倉庫サービスは 2013 年末までは外資

出資は 51％以下までに制限されていたが、2014

年 1 月以降、外資 100％出資が可能となった。 

 一方、カンボジア、フィリピン、インド、パ

キスタンは物流業において緩やかな外資規制が

適用される国である。カンボジアについては、

卸売業、小売業同様に特段の外資規制はみられ

ない。フィリピンは、国内運輸は原則として外

資出資 40％までに制限されているが、最低資本

金 20 万ドル（約 2000 万円）以上の場合は外資

100％出資が認められる。インドは、物流業につ

いては、インド商工省の外資規制業種リストに

掲載されておらず、100％出資が可能と理解され

る。パキスタンは、卸売業、小売業と同様に、

外資 100％出資が可能となっている。 

 なお、ミャンマーについては、投資委員会

（MIC）通達で、国内空輸、国際空輸、船舶お

よび荷船による貨物輸送業務、内陸コンテナデ

ポの建設を通じた国内港湾業務および倉庫は外

資出資 80％まで出資が可能、但し個別に運輸省

等との事前協議が必要とされている。一部の物

流業では 100％出資が認められたケースもみら

れる。 
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■ インセンテイブや FTA 等の活用による参入 

 外資系企業がアジア各国でサービス業に参入

する上で、いくつか検討すべき要素がある。 

一つには、各国の各種インセンテイブ制度の利

用や各国の会社法のもと柔軟な出資スキームが

認められる場合に、そうした枠組みを利用する

ものである。 

 インセンテイブ制度による例外規定が幅広く

活用されている国がタイである。タイでは、外

国人事業法のもと、ほぼ全てのサービス業で原

則 50％未満までの出資に制限される一方、投資

奨励法のもと、奨励業種への投資にはタイ投資 

 

委員会（BOI）の許認可取得を条件に、50％以

上の出資が認められる場合がある。実際に、タ

イにおけるルート別認可件数をみると、卸売・

小売業やその他サービス業で、BOI の認可を取

得した外資系企業による投資案件も数多いこと

がわかる（図表 6）。また、マレーシアでも、2012

年 7 月以降、国際総合物流サービス（IILS）の

資格を取得した企業はブミプトラの出資要件な

どが緩和される制度（マレーシア投資開発庁が

所管）が創設されている。 

 また、タイでは、優先株を活用した出資スキ

ームやタイ法人からの出資を活用するスキーム

図表５　アジア主要国における物流業に対する外資規制の概要

物流業に関する外資規制概要

タイ 「国内陸運・水運・空運」は外国人事業法で定める外資規制業種の対象となっており、外資出資比率50％未満
に制限。但し、同法では外資出資比率50％未満の企業はタイ企業と定義されるため、50％未満までの出資は
可能。また、内閣の承認の下、商務相の認可取得により50％以上の外資出資が可能、但し、全取締役の5分
の2以上をタイ人取締役が占めることなどが条件となる。一部業務については、投資奨励法に基づき、タイ投資
委員会（BOI）の認可取得を条件に100％出資が可能。

マレーシア 陸運については、会社所有の物品の輸送は100％外資出資が可能（最低資本金25万リンギ〈約775万円〉以上
）だが、貨物輸送については、外資出資比率は49％に制限（51％のマレーシア資本のうち、最低30％はブミプト
ラ資本）、最低資本金規制（25万リンギ）などが課される。海運については、最低30％のブミプトラ資本の出資な
どが求められる。空運は一定の最低資本金のもと外資100％出資が可能。倉庫業は保税倉庫では最低30％の
ブミプトラ資本の出資が求められる。

インドネシア 一般貨物輸送、国内・国際海運業（国際海運の一部上限60％)、フレートフォアーダー業等の分野では、外資出
資比率を49％に制限。外資規制強化の動きもある。

フィリピン 外資出資100％可能。国内運輸は原則として外資出資40％までに制限されているが、最低資本金20万ドル（約
2000万円）以上の場合は外資100％出資可能。

ベトナム 陸上貨物輸送（外資出資51％以下）、海上貨物輸送（外資出資49％以下）、通関サービス（外資出資99％まで
出資可能）など個別分野毎に詳細に外資出資規制が定められている。倉庫サービスは2014年1月以降外資10
0％出資が可能。カンボジア 外資100％出資が可能。但し、公共交通事業省よりライセンスを取得することが必要。

ラオス 法令で明確に規定されていないが、商工省の内規にて外資出資比率49％以下に制限されているとされる。

ミャンマー ミャンマー投資委員会（MIC）による施行細則（MIC通達、2013年1月発表）で、国内空輸、国際空輸、船舶およ
び荷船による貨物輸送業務、内陸コンテナデポの建設を通じた国内港湾業務および倉庫は外資出資80％まで
出資が可能、但し個別に運輸省等との事前協議が必要。一部の物流業では100％出資が認められたケースも
ある。

インド 物流業については、商工省の外資規制業種リストに掲載されておらず、100％出資が可能（但し、郵便物は明
示的に規制）。

バングラデシュ 外資出資49％まで可能。しかし、2012年4月以降、新規認可が停止された状態。

スリランカ 貨物運送業、海運代理業への投資は40％まで出資可能。40％超の出資は投資庁（BOI）からの個別認可取得
が必要。航空運送業、沿岸海運業についてはBOI及び所管官庁の認可取得が必要。

パキスタン 外資100％出資が可能。以前は最低15万ドル以上の投資要件が課されていたが、2013年2月に撤廃。

中国 道路貨物輸送業、倉庫保管業は原則として外資100％出資が可能。航空、海上貨物サービスは外資49％まで
に制限。

〔資料〕ジェトロ各事務所報告、JFILE（ジェトロ）、「アジア主要国のビジネス環境比較」（ジェトロ、2012年3月）、「アジア新興国のビ
ジネス環境比較」（ジェトロ、2013年4月）、各国政府資料から作成
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もある。優先株を活用した出資スキームは、外

資規制業種で、合弁先であるタイ側パートナー

に、普通株と比較して配当や残余財産面で優遇

される一方で議決権が制限される優先株を割り

当てることにより、外資系企業の出資比率が

50％未満であっても、議決権ベースでは半数以

上を確保する方法である。 

 タイ法人からの出資を活用するスキームは、

タイでは、外資系企業を「外国人もしくは外国

企業が 50％以上を保有する法人が資本の 50％

以上を有する法人」と定義されるため、外資出

資比率が50％未満の企業はタイ法人と定義され

る。そのため、外資規制があるサービス業種で

法人 A 社を設立するに際して、日本や第三国の

外国法人 B 社から 49％、日本法人などが 50％

未満を出資するタイ内国法人 C 社（外国人事業

法上タイ法人と定義）から 51％の出資を受ける

方法である。実務では、日系金融機関などが出

資するタイ内国法人からの出資を受けるケース

が多いようだ。 

 しかし、優先株を活用した出資スキームなど

のリスクとしては、今後の政策変更があり得る

点が挙げられる。実際にタイでは、2007 年 1 月

に 議決権ベースで「外国人」を定義することな

どを盛り込んだ 外国人事法改正案が提案され

たことがある。本法案は、閣議で承認されたも

のの、2007 年 8 月に議会で否決され成立しなか

ったが、こうした予見可能性の面でリスクがあ

る点は留意が必要だ。 

 こうした事例は実際にフィリピンでみられて

いる。フィリピンでも議決権の低い優先株を用

いた出資が行われるケースがあったが、2013 年

3 月に、外資出資比率の算定では議決権ベース

でも同閾値以下であることが求められるように

法改正が行われた。基準を満たしていない企業

は 5 年以内に基準に対応することが求められて

いる。 

 次にアジア各国が締結したFTAや投資協定に

よって、協定締結国の投資家に対して他国の投

資家に対するよりも有利な条件で、サービス業

への投資が認められる場合もある。近年、締結

される FTA は関税削減・撤廃などを盛り込んだ

物品貿易に加え、サービス貿易を対象としたサ

ービス章等を含む包括的な FTA が多い。 

 サービス貿易は、第 1 モード（越境取引）、第

2 モード（国内消費）、第 3 モード（商業拠点）、

第 4 モード（ヒトの移動）の 4 つの形態に分類

され、FTA のサービス章では一般にモード別に

各種の約束が行われる。サービス業の外資規制

は、商業拠点の設置を通じたサービスの提供で

ある第 3 モードに該当する。物品と異なり、生

産と消費が同時に行われる傾向が強いサービス

業では、第 3 モードを通じたサービスの提供が

最も多く、サービス貿易交渉では、サービス業

に対する外資規制の取り扱いが重要な交渉分野

となる。 

 FTA や投資協定における外資規制の自由化は、

各国で適用されている現状の外資規制と比較し

て、どのような内容の約束が行われているかが

ポイントとなる。大枠で約束内容を分類すると、

①現行の外資規制を超える自由化をFTA締約国

に対して約束（実質的自由化）、②現行の外資規

制水準と同一内容を約束（同一水準約束）、③現

状の外資規制未満の水準で約束（現状未満約束）、

④約束の対象外になる。この中で、実質的自由

化は、FTA を締結した特定国の投資家に対して

は、他の国の投資家よりも実質的に有利な条件

で参入を認めるものである。なお、同一水準約

束については、ある業種に対する外資規制を現

状以下に悪化させないこと、現状の外資規制未

満の水準の約束についても外資規制を約束した

水準以下には強化しないことを約束するもので

あり、投資家の予見可能性を改善することに価

値がある。 
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 アジア各国が締結する FTA では、同一水準約

束、現状未満約束などが中心で、実質的自由化

を約束した事例はまだ少ないものの、いくつか

具体的事例がみられる。例えば、タイでは、米

国とタイ・米国友好経済関係通商条約を締結

（1966 年）しており、米国の投資家は他の国の

投資家よりも有利な条件でタイに進出すること

ができる。同条約により、米国企業に対しては

例外業種（通信、運輸、信託機能、銀行、土地・

天然資源開発、国産農産品の国内取引）を除き、

外資 100％出資まで認められる。図表 6 にみら

れるように、実際に米国企業は小売・卸売業な

どタイの幅広いサービス業で同条約を活用して

参入している投資案件が数多い。なお、同条約

は、WTO（世界貿易機関）の GATS （サービ

スの貿易に関する一般協定）に基づき、2005 年

以降、廃止することをタイ政府は約束している

が、タイ政府は 2005 年以降も暫定適用を続けて

いる3。 

 また、タイ・豪州 FTA では、タイで豪州の投

資家によって設立された企業によって製造され

た商品の卸売については、豪州の投資家に対し

て 100％出資が認められる。輸送分野では、一

部の海運関係サービスで同60％の出資が認めら

れる。この他、一部のコンサルテイング・サー

ビス（100％）、建設サービス（100％）、工科系

分野の高等教育（60％）、一定規模以上のホテ

ル・レストラン（60％）、鉱業（60％）などで、

50％以上の出資が認められる。 

 日本・タイ FTA では、タイで日本の投資家に

よって設立された企業によって製造された商品

の卸売は、日本の投資家に対して 75％出資が認

められ、輸送関連では、ロジステイクス・コン

                                                   
3 GATS では、最恵国待遇（GATS 第 2 条、全ての加盟国のサ

ービス・サービス提供者に同等の待遇を与えること）の最恵国

待遇の例外扱い（特定加盟国の差別扱い）を最大 10 年間（2005

年）まで認めている。タイ・米国友好経済関係通商条約も最恵

国待遇の例外として登録されている。 

サルテイングで同 51％出資が認められる。この

他、一部のコンサルテイング・サービス（100％）、

一部の修理・メンテナンス分野（60％）、一定規

模以上のホテル・レストラン（60％）などで日

本の投資家に対して50％以上の出資が認められ

ている4。 

 また、中国・香港 FTA では、香港のサービス

事業者は、広東省に限って、店舗数 30 点店舗以

上、一部の取り扱い禁止品目の取り扱いを可能

とする規定などが盛り込まれている。 

 

■ ASEANで新たな出資スキームをもたらす可能

性のある AFAS 

 今後、サービス分野の外資規制の自由化を幅

広くもたらす可能性のある枠組みが、「ASEAN

サービス枠組み協定（AFAS）」である。2015 年

末までに ASEAN 経済共同体（AEC）構築を目

指す ASEAN は、AFAS のもと、斬新的に域内

サービス貿易の自由化交渉を進めている。 

 ASEAN は、AEC のマスタープランと位置付

けられる「ASEAN ブループリント」（2007 年

に首脳会議で採択）で、金融サービスなど一部

サービス業を除くほぼ全てのサービス業で

ASEAN 投資家に対して少なくとも 70％以上の

外資出資を認める方針を示し、この目標の実現

に向けて、AFAS の交渉が行われている。この

AFAS が在 ASEAN 日系企業にもたらす可能性

のある便益には、ASEAN 各国の会社法のもと

に設立され、かつ実質的ビジネスを行っている

                                                   
4 シンガポールが締結する FTA でも実質的自由化がみられる。

ほとんど外資規制がみられないシンガポールでは、銀行サービ

スは外資規制が残されている分野で、外国銀行には支店・ATM

設置数に数量制限が課されている。こうした中、米国・シンガ

ポール FTA（2004 年発効）では、米国の投資家に対してはこ

の数量制限を撤廃することが約束されている。シンガポールで

は、米系金融機関であるシテイ・バンクの支店・ATM が数多く

設置されており、これは同 FTA に基づく外資規制緩和が適用

された事例である。また、シンガポール・インド FTA（2005

年発効）、シンガポール・日本 FTA（2002 年発効）、シンガポ

ール・豪州 FTA（2003 年発効）でも、シンガポールにおける

銀行サービス分野で、一部の数量規制緩和が盛り込まれている。 
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在 ASEAN 日系企業が、AFAS を活用して

ASEAN 各国で外資規制が課されたサービス業

に対して70％以上の出資を行い得る可能性が生

まれることである。ASEAN 各国では、卸売、

小売、物流業で半数以上の外資出資が認められ

ない国が多い中、AFAS はこれらのサービス分

野でも実質的自由化をもたらすものと期待され

る。AFAS の交渉は段階的に行われており、2012

年には AFAS 第 8 パッケージ（AFAS8）の交渉

が妥結し、現在はAFAS第 9パッケージ（AFAS9）

の交渉が行われている。 

 AFAS8 における卸売、小売、物流分野のモー

ド 3 の ASEAN 各国の約束内容をみると、外資

規制自由化の水準は限定的なものに留まってい

るのが現状だ。例えば、タイでは、卸売業のう

ち、医療品の卸売業については ASEAN 投資家

に対して 70％の出資を約束（加えて、スポーツ

用品の卸売業では同 49％の出資）、小売業につ

いてはタイ国内で製造された自社ブランド製品

の小売についてのみASEAN投資家の 70％出資

を約束、物流のごく一部の分野で ASEAN 投資

家の 51％出資を約束するなど、それぞれごく一

部の分野で過半数以上の ASEAN 投資家の出資

を約束するに留まっている。 

 また、インドネシアは小売業では一切の約束

を行っておらず、卸売業では食品・飲料・たば

こ、繊維・衣類・履物の卸売業で一定規模以上

の投資を条件にASEAN投資家による 51％の出

資を約束、物流業では冷凍・冷蔵品の物流につ

い同51％出資を約束する内容などが盛り込まれ

ているに留まっている。フィリピンは、小売業

では最恵国待遇（MFN）ベースでは一定条件の

もと外資 100％出資が認められている一方、

AFAS8 では ASEAN 投資家による出資は 49％

（かつ最低投資額 500 万ドル以上）と現状未満

の水準で約束、卸売業では約束を行っていない。

ベトナムは小売業、卸売業ともにエコノミッ

ク・ニーズ・テスト（ENT）の規定がそのまま

盛り込まれており、陸上輸送、鉄道輸送などで

はASEAN投資家の 51％出資を認める内容など

が盛り込まれている。 

 ラオスについては、小売業で一切の約束をし

ておらず、卸売業では外資規制強化後と同一の

内容（繊維、衣服、靴製品を取り扱う場合には

ASEAN 投資家の出資比率は 49％まで可能）を

約束しているに過ぎない。また、陸上貨物輸送

では国内輸送で ASEAN 投資家による 100％出

資（越境輸送は同 49％に制限）を約束する内容

などが盛り込まれている。なお、2013 年に WTO

加盟を果たしたラオスは、サービス貿易協定

（GATS）で、小売業、卸売業について、加盟 7

年間は何らの約束を行っていないが、2020 年

（加盟 7 年後）以降は外資出資比率 49％まで認

めることを約束しており、少なくとも WTO の

もとで一定の自由化が進められると考えられる

（但し、ラオスの小売業、卸売業は、ベトナム

と同様に ENT に基づき判断することが盛り込

まれており、留意が必要である）。なお、物流業

については、ラオスは GATS で何らの約束を行

っていない。 

 一方、カンボジアについては、卸売（ラジオ・

テレビ・音楽機器等、自動車、自動車部品、二

輪車・同部品）、小売（一部除く）、物流業（一

部の除く）で一切の制限をしないことが約束さ

れている。また、マレーシアも、ガイドライン

で定められた一定の最低投資額のもと ASEAN

投資家の51％までの出資を約束するなど過半数

以上の約束を行っている。ミャンマーについて

は、卸売業、小売業の約束事項には、最低 35％

以上の外資出資の場合、合弁会社が設立可能と、

旧外国投資法に基づく記述がなされており、

AFAS9 以降で、新外国投資法に基づく約束が行

われるとみられる。 
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 各国の約束状況から明らかなよ

うに、現時点では、各サービスセク

ターの中でもごく一部の分野に限

定して約束をしているケースが数

多くある。そのため、今後、2015

年末までに各サービスセクターに

おいて、どの程度、幅広い分野で約

束が行われるのかは不透明な状況

にある。物流については、AEC ブ

ループリントで、2013 年までにロ

ジステイクス分野で各国が ASEAN

投資家に対して70％出資までを認める方針が盛

り込まれており、現在交渉中の AFAS9 でどうい

った内容の外資規制自由化措置が盛り込まれる

かが注目されている。 

 また、日系企業を含め在 ASEAN 外資系企業

が AFAS による便益を享受できるかどうか不透

明な要素も残されている。AFAS 第 6 条5には、

利益否認条項が盛り込まれており、在 ASEAN

外資系企業などが利益否認条項との関係で、協

定の対象となるのかどうか ASEAN 各国の解釈

が不透明な部分が残されているためである。 

 AFAS は不確定要素も含まれているが、2015

年末の完成を目指す AEC において、卸売、小売、

物流分野で事業展開する在 ASEAN 日系企業に

新たな戦略的価値をもたらす可能性がある。

ASEAN 各国では卸売、小売、運輸分野で外資

規制が残されている国が多い中、AFAS を活用

して優位な出資スキームを組める可能性がある

点が重要で、今後の同交渉が注目される。 

 

■ アジア各国の外資規制の比較検討を 

 卸売、小売、物流業を含めサービス業につい

ては、アジア各国で外資規制が幅広く残されて

                                                   
5 AFAS の条文については、以下の ASEAN 事務局ウエブサイ

ト参照。  

http://www.asean.org/communities/asean-economic-commun

ity/item/asean-framework-agreement-on-services 

いるものの、その内容はまちまちである。また、

ASEANではAECの枠組みでサービス貿易自由

化交渉が進められ、ASEAN+6 6が参加する東ア

ジア地域包括的経済連携（RCEP）交渉でもサ

ービス貿易が交渉対象となっている。また、ア

ジアの一部の国が参加する環太平洋パートナー

シップ（TPP）7でも、サービス貿易は交渉対象

となっている。 

 今後、FTA を通じて、特定国の投資家に対し

て、卸売、小売、物流などサービス分野の外資

規制が自由化される可能性もある。サービス分

野の外資規制は複雑化しており、進出に当って

は、弁護士事務所など専門家を活用しつつ、十

分に比較検討することが重要であると考えられ

る。 

 

 

                                                   
6 ASEAN+6 は ASEAN10 カ国、日本、中国、韓国、豪州、ニ

ュージーランド、インド。 
7 アジア諸国で TPP に交渉参加している国は、シンガポール、

ブルネイ、ベトナム、マレーシア、日本の 5 カ国。 

BOI・IEAT
タイ・米国友好経済関係

通商条約

小売・卸売 400 446

サービス・ビジネス 1192 405

代理・仲介業 0 142

エンジニアリング・建設 299 53

会計・ビジネス・法律 2 51

その他 68 148

合計 1,961 1245

〔注1〕BOIはタイ投資委員会（Board of 
Investment）、IEATはタイ工業団地公社（Industrial Estate Auhotriy of Thailand）の略。
〔注2〕上記以外では、豪州・タイFTA、日本・タイFTAを活用してサービス・ビジネス分野で
認可を取得した件数がそれぞれ１件ある。
〔資料〕タイ商業省から作成

図表６　タイにおけるBOI・IEAT、タイ・米国友好経済関係通商条約を利用した現地法人設立件数 
（2000年3月～2013年5月）                                                                      （単位：件数）
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分類 規制の程度 対象業種

第1種 絶対禁止 特別な理由により参入が禁止される業種（9業種）
新聞・放送事業、農業、林業、漁業、土地取引等

第2種 事実上禁止（閣議了
承、商業大臣の認可
が必要）

安全保障、治安、文化、環境等へ影響のある業種（13業種
）
武器製造、国内航空業、骨董品・民芸品製造等
陸上・海上・航空輸送および国内航空事業

第3種 案件毎に判断（政府
当局の事前認可が
必要）

国内産業の競争力が不十分な業種（21業種）
会計、法律、建築設計、エンジニアリングサービス、建設業
(一定規模未満)、代理・仲介業、小売・卸売業、ホテル業、
観光業、飲食業、その他サービス業等

図表７　外国人事業法による規制の概要

〔資料〕ジェトロ海外経済情報ファイル等から作成

 

サービス業への外資出資は原則 50％未満、多様な参入オプションあり（タイ） 
 

ジェトロ・バンコク 伊藤博敏 

 

  ASEAN 最大の日系メーカー集積地として知られるタイ。累積ベースで、日本の対 ASEAN 製造業投資の

4 割近くを受け入れる。一方、サービス業への投資は、製造業に比べそれほど進んでいない。その一因

は、原則全てのサービス業への外資出資を 50％未満に制限する外国人事業法だ。しかし、業種によって

は投資委員会（BOI）の奨励措置や、投資額に応じた例外規定により、外資 100％出資が認められる場合

がある。卸売業・小売業、および運輸業を中心に、現状のサービス業への外資規制の実態と日本企業の

参入方法について報告する。 

■ 製造業が牽引する対タイ投資 

 2012 年末時点における日本の対タイ直接投資

残高（国際収支ベース）は、350 億 4000 万ドル

（円建て発表数値をジェトロがドル換算）と、

ASEAN10 ヵ国向け投資残高の約 3割を占める。製

造業と非製造業別にみると、製造業の 280 億

6,000 万ドルに対し、非製造業は 69億 8,100 万

ドルとなっている。ASEAN10 ヵ国向け投資残高に

対する構成比は、製造業が 37％を占めるのに対

し、非製造業は 15％にとどまっている。 

 2013 年上半期（1〜6月）の日本からタイ向け

直接投資フロー（国際収支ベース、ネット）を

みると、製造業、非製造業向けはそれぞれ 16 億

900 万ドル、2 億 3600 万ドルで、輸送機械器具

（4億 4600 万ドル）を中心とする製造業がほぼ

9 割を占める。非製造業の内訳

は、卸売・小売業が 1 億 3,900

万ドルで非製造業全体の 6 割、

運輸業が 4,900 万ドルで 2 割を

占めるなど、一部の業種に偏っ

ている。タイは日本企業にとっ

て、輸送機械器具や電気機械器

具、鉄・非鉄・金属などの製造

業の主要業種において、いずれ

も ASEAN最大の投資先となって

いるが、非製造業向けの投資は、

周辺国と比較してもそれほど進んでいない。 

 

■ 原則全てのサービス業への参入を規制する

外国人事業法 

 タイへの非製造業投資が進まない大きな理由

の 1 つに、タイの外国人事業法による外資出資

規制がある。外国人事業法は、外国人に対する

規制事業を指定し、同規制業種に参入する場合

の条件などを定めたもので、外資比率が 50％以

上の企業は、同法の定義する「外国人」として

規制の対象となる。 

 同法による規制対象業種は 3 分類（第 1 種〜

第 3種）、43業種に及び、第 3種では一定規模に

満たない卸売・小売業のほか、ホテル業や飲食

業、観光業、エンジニアリングサービスなどの
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業種についても、国内産業の競争力が脆弱なこ

とを理由に、外国企業（外国人）参入が規制さ

れている（図表 7）。さらに、第 3種には「その

他サービス業」の記載もあり、一部の例外を除

く全てのサービス業は、包括的にこの中に含ま

れるものと解釈される。そのため、外資企業が

製造業以外の業種でタイに進出する場合には、

原則、出資比率が 50％未満に制限され、同上限

を超える場合には商務省・事業発展局の局長に

より認可を受け、事業免許を取得することが求

められる。 

  なお、外国人事業法で第 3 種に含まれる「そ

の他サービス業」のうち、業種によっては製造

業とサービス業の線引きが難しく、進出企業が

製造業の範囲として現地で行っている事業が、

実際にはサービス業に該当する場合がある点に

留意しておく必要がある。例えば、メーカーが

納入した機械設備をタイ国内の工場に据え付け、

メンテナンスや修理などのサービスを一括で提

供しているような場合、サービス業として規制

の対象になるケースがある。また、原材料や部

品の支給を受けて、加工・組み

立てを行うような委託加工業の

場合、製造請負サービスとして、

サービス業に該当すると判断さ

れる可能性がある。 

 

■ 投資奨励法による奨励業種

は外国人事業法の規制適用外に 

 国内産業保護の観点から外資

の参入を規制する外国人事業法

に対し、経済の発展に寄与する

産業を奨励し恩典を与えるため

の法律として、1977 年投資奨励

法がある。その該当業種に対し

ては、実施機関である BOI の権

限により、さまざまな恩典が与

えられる。外国人事業法による規制と、投資奨

励法による優遇の使い分けが、タイの投資政策

の特徴だ。 

 前述のとおり、原則全てのサービス業は外国

人事業法によって規制の対象となるが、一部の

サービス業種は、投資奨励法に基づく奨励業種

に当たる。奨励業種に該当する場合、外国人事

業法による規制適用から除外され、上限を超え

た出資が認められる。 

 例えば、運輸業については、外国人事業法の

第 2 種のリストに「陸上・海上・航空輸送業」

が含まれるため、同法の下では、外国人（外資

50％以上の法人）による同事業への参入は事実

上禁止と解釈される（図表 8）。同法に従って法

人設立手続きを進める場合、内閣による事前承

認が求められる。すなわち省令に規定された規

制と手続きに従い、商務相に事業申請を行い、

内閣の承認を経て、商業相から事業許可証を取

得しなければならない。また、ここで内閣によ

る承認を得るための条件として、①タイ人が

40％以上の株式を保有していること、②タイ人

図表８　運輸業に対する規制および奨励措置

関連法等 内容

外国人事業法に
よる規制

①外資の出資は50％未満に制限される。運輸業は国家の安全保障、治
安等に影響のある業種（第2種）に指定され、外国人が同業種を営む（外
資が50％以上出資する）には、内閣による承認を経て、商務大臣による
許可が必要（事実上禁止と解釈される）。
②承認を得るための条件として、(1)タイ人が40％以上の株式を保有して
いること、(2)タイ人取締役数が全取締役数の5分の2を下回らならないこ
と、などが規定されている。

BOIによる奨励 ①タイ投資委員会（BOI）は投資奨励法に基づき、製造業のほかサービス
業の一部業種への投資を奨励。同奨励業種の中に、運輸業に関連した
業種として、セクション7に属するサブセクション「7.9大量輸送・大型貨物
輸送」、「7.10　物流センター」、「7.11　国際物流センター」などの業種が
含まれる。
②BOIの奨励業種として認可を受ければ、外国人事業法の枠から外れた
形で、外国企業による出資が認められる。加えて法人税免税や設備輸
入関税の減免などの恩典も受けられる場合がある。

事業登録 ①商業登録法（Commercial Registration Act B.E. 
2449）に基づく、商業登録が必要。
②運輸業は、別途、管轄局において営業許可取得が必要。申請先は陸
運局（陸上輸送）、もしくは水上輸送・通商航海局（海上輸送の場合）。
③通関仲介業に従事する場合、税関局からカスタムブローカーライセンス
を取得する必要がある。

その他国内法 道路、会場、航空それぞれの分野で、営業許可や貨物取扱いなどの規
制が、法律によって定められている（航空法、通商航海法、海上運輸法、
陸運法、交通法、高速道路法など）。

〔資料〕ジェトロ海外経済情報ファイル、タイ政府ウエブサイト等から作成
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取締役数が全取締役数の 5 分の 2 を下回らない

ことなどが規定されている。 

 他方、BOI の奨励対象業種には、大量貨物輸送

や物流センターなどの業種が含まれることから、

それぞれのカテゴリーで申請を行い、BOI の求め

る認可要件をクリアし、事業登録証を取得する

ことによって、当該許可の範囲において、外国

人事業法の規制の適用から除外される。 

 タイに進出する日系物流業者は、前述の規制

に柔軟に対応し、必要に応じて地場パートナー

を活用しながら現地での事業展開を図っている。

航空、海上、陸上および倉庫業も含む総合物流

サービスをグループで展開する日系企業 A 社の

場合、事業領域によってそれぞれ別の法人を設

立。国際物流管理や倉庫業については、BOI のル

ートを活用し、奨励業種としての認可を受けた

法人として、外資 100％出資による事業を展開す

る一方、国内陸上輸送や航空輸送、通関業務に

関しては、現地パートナーとの合弁による別法

人（出資比率は 50％未満）を設立している。 

 

■ 一定規模の卸売業・小売業は外資 50％以上

の出資が可能 

 外国人事業法ではまた、一部のサ

ービス業に対し、一定額以上の最低

資本金を条件に、政府の事前認可不

要で外資 100％出資を認めている。

例えば、建設業の場合、5 億バーツ

（約 15 億円、1バーツ＝約 3円）以

上、仲介・代理業であれば 1 億バー

ツ以上の最低資本金を条件に、政府

の事前認可は不要で外資 100％出資

が認められる。 

 また、日本企業を含む外資系企業

にとって、最も規制緩和の要望が強

い卸売業・小売業についても、①卸

売業で 1 店舗当たりの資本金 1 億バ

ーツ以上、②小売業で資本金 1 億バーツ以上か

つ1店舗当たりの資本金2000万バーツ以上を条

件に、事前認可を得ずとも 50％超 100％までの

出資が可能だ（図表 9）。ここでの最低資本金は、

登録資本の額ではなく、あくまで実際に払い込

まれた資本の額を意味する。また、卸売業、小

売業のいずれも規定されている資本額は「1店舗

当たり」を基準としているため、店舗をネット

ワーク展開する際には、店舗数に応じた資本金

の積み増しが必要となる。 

  なお、卸売業・小売業のいずれについても、

外国人事業法の第 3種に該当するため、商務省・

事業発展局の事前認可の下、事業ライセンスを

取得することにより、前述の資本金を満たさな

くても、50％以上の出資が可能だ。但し、事前

認可の取得には通常、①既存のタイ企業と競合

しない商品（通常は自社ブランド商品に限る）

の取り扱い、②技術導入（例：指導者を通じた

スタッフ研修など）、③300 万バーツ以上の投資

額、などが要件となり、これらに基づき、事業

発展局がケースバイケースで判断を行う。 

 また、卸売業に関しては、前述の投資奨励法

により、国際調達事務所、貿易・投資支援事務

図表９　卸売業・小売業に対する規制

卸売業 小売業

外資出資上限は原則50％未満。50
％以上出資するには、外国人事業
法に基づく商務省・事業発展局の
事前認可および事業免許取得が必
要。

外資出資上限は原則50％未満。50
％以上出資するには、外国人事業
法に基づく商務省・事業発展局の事
前認可および事業免許取得が必要
。

店舗あたり資本金1億バーツ以上
の場合は事前認可なしで100％出
資可能。

資本金1億バーツ以上、かつ店舗当
たり資本金2000万バーツ以上の場
合は、事前認可なしで100％進出可
能。

事業登録

〔資料〕ジェトロ海外経済情報ファイル、タイ政府ウエブサイト等から作成

酒類やタバコの販売には別途、各自治体の衛星事務所での許可取得（
毎年更新）が必要

外資規制

販売業を行う事業者は（Persons who conduct sales businesses of any
one kind or several kinds of items）は、商業登録法（Commercial
Registration Act B.E. 2449）に基づく、商業登録が必要。

バンコク市内では、出店エリアを制限する都条例（2005年）があり、売場
総面積に応じて卸売・小売店の出店地域を禁止・制限。また建築基準規
定により、土地利用方法などを細かく規定。

その他国
内法によ
る規制
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所などが奨励事業の対象となることから、BOI

への申請ルートにより、認可を受けたビジネス

領域内で 100％出資が可能となる。 

 他方、BOI は現在、2015 年 1 月の導入を目指

し、新投資奨励策の策定準備を進めている。現

行の奨励業種についても、タイへの貢献度・付

加価値に応じて大幅な見直しが予定されており、

新政策の動向、当該産業への影響を十分に見極

める必要がありそうだ。 

 

■ 実質的には外資が過半数の持ち株を保有す

る場合も 

  外国人事業法の定める外資規制では、外資の

出資 50％未満の在タイ合弁会社はタイ法人とな

り、同社からの 2 次投資を受けることで、実質

持ち分では外資が過半数を保有するタイ会社を

設立できる。また、タイ側パートナーへの優先

株の発行により、実質的な経営権を外資が握る

方法なども取られることが多い。出資形態にさ

まざまな選択肢がある一方、スキームによって

は法律違反となるリスクを伴うことから、事前

調査の段階で、検討する事業内容に最も適した

形態を入念に見極める必要がある。 

 外国人事業法の定める「外国人」の定義は、「外

国人もしくは外国企業が 50％以上を保有する法

人が資本の 50％以上を有する法人」となってい

る。これに従えば、タイ人もしくはタイ法人が

過半数を出資する法人の孫会社は、タイ法人と

見なされる。 

 そのため、タイ国内の卸売業、法律、会計な

どのサービス業においては、日本企業が 49％を

出資し、残る 51％については在タイ日系合弁企

業（タイ資本が過半を出資）8からの出資を受け、

タイ法人としての合弁事業会社を設立する手法

が取られることも多い。この手法により、実質 

                                                   
8 日本の銀行が出資する投資会社などが活用されている。 

 

持ち株比率では日本側資本が過半数を占めるに

もかかわらず、外国人事業法の規制を受けずに

事業展開ができる（図表 10）。 

  また、この手法による法人設立形態の場合、

日系金融機関がタイ国内に有する投資会社など

が、出資者としてのタイ法人（図表 10 のタイ法

人 B）の役割を果たすケースも多い。その際、1

つの投資会社ではなく、複数の投資会社が 50％

超の株式を分担して保有するのが一般的だ。こ

れについて、現地日系法律事務所は「日系企業

が実質的な過半数株を保有したい場合、投資会

社を活用したスキームは、出資元の信頼性など

の観点からみれば、リスクが少ない投資手法の 1

つだ。但し、出資者である投資会社に対しては

通常、出資額に対して一定比率のコンサルタン

ト料の支払いが生じるため、コストと効果を入

念に見極める必要がある」と話している。 

 

■ 優先株式による実質的な経営権確保は将来

的なリスクとの見方も 

 また、外国人事業法の定める出資比率は、あ

くまで株式数または株式の価値基準で判断され、

議決権比率は勘案されていない。そのため、パ

ートナーであるタイ側に優先株を発行し、資本

上は日本側 49％、タイ側 51％としながらも、例

えばタイ側の 1 株当たり議決権を日本側の株式

の 10分の 1に設定することにより、実質的な経 

図表10　在タイ合弁会社を活用した法人設立の一例

日本企業A 日本資本 タイ資本

49% 49% 51%

タイ法人B
（合弁会社）

51%

〔資料〕現地法律事務所等へのヒアリングから作成

タイ法人AB
（合弁事業会社）
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営権を日本側が握るという手法が取られること

もある（図表 11）。 

  他方、現地大手法律事務所のタイ人弁護士は、

優先株式を発行した外資による実質的な経営権

の保有について、現行のタイの法律では可能と

判断されるものの、その手法によっては、外国

人事業法において処罰の対象となる「名義貸し」

に抵触するリスクがあると指摘する。 

 外国人事業法の第 36条は「タイ人が名義貸し

することにより、外資規制を逃れる行為」を禁

止している。同弁護士によれば、「同法において

名義貸しを禁止している趣旨は、実質的な経営

に参加しない企業もしくは個人による形式的な

出資を規制することにある。名義貸しに当たる

行為の明確な定義や判断基準はないため、趣旨

から解釈すれば、優先株スキームの採用には慎

重にならざるを得ない」という。 

 

■ 条例や協定を通じた特別扱いにも 

 そのほか、2国間の条約や協定により、外国人

事業法の適用除外規定が盛り込まれる例もある。

例えば、米国との関係においては、1966 年に締

結されたタイ米修好経済条約により、一部の例

外業種を除き、米国企業に対する内国民待遇が

与えられている。 

 具体的には、通信、輸送、信託、預金を伴う

銀行、土地・天然資源の開発、タイ固有農産品

の国内向け取引、の 6 業種を除いては、米国企

業（米国籍者）に対して、タイ企業（タイ国籍

者）と全く同じ条件でビジネスを行うことを認

めている。要件としては、①取締役の過半数が

タイ国籍もしくは米国籍であること、②会社代

表署名権限を保有する取締役はタイ国籍もしく

は米国籍であることのみが求められる。 

 条約締結から50年近くが経過した現在におい

てもなお、運用ベースで、外国投資法で制限す

る 43業種のうちの多くの業種が、米国企業に対 

 

してはほぼ無条件で開放されているのが実態だ。

競争上、日系企業を含む他の外国籍企業に比べ、 

かなり有利な条件を勝ち取っているといえよう。 

 一方、日本企業に対しては、日本とタイが締

結している日タイ経済連携協定（JTEPA）に基づ

き、サービス分野については、小売・卸売サー

ビスおよび修理・メンテナンスにかかる製造業

関連サービスの一部について、外資規制が緩和

されている。具体的には、①タイで生産された

製品のうち、一定の条件を満たせば、製造業者・

グループ企業が自社グループの製品を卸売り・

小売りする場合は 75％まで、②製造業者・グル

ープ企業がメンテナンスや修理などのアフター

サービスを提供する場合は 60％までの範囲で出

資が可能となっており、政府の事前認可を受け

なくても、外国人事業法の規定する 50％未満の

条件を上回る出資が認められている。 

 但し、現地日系法律事務所弁護士によると、

「JTEPA で認められているサービス業への外資

規制緩和は、その業務範囲が極めて限定的なた

め、将来的なビジネス展開を見据えた場合、限

られた業務範囲を逸脱できないことが足かせに

なる可能性がある」という。出資の段階では本

来の上限を超えた出資ができるメリットと、ビ

ジネス領域が限定されるデメリットを十分に比

較検討した上で、出資比率を決定する必要があ

ろう。 

図表11　在タイ合弁会社を活用した法人設立の一例

日本企業（49％出資） タイ企業（51％出資）

普通株式　49株 優先株式　51株

（1株あたり1議決権） （10株あたり1議決権）

〔資料〕現地法律事務所等へのヒアリングから作成

タイ法人
（合弁事業会社）

             <日本側：タイ側の株式保有比率- 49%：51% >

             <日本側：タイ側の議決権比率- 90.6%：9.4%>
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停滞するサービス産業の外資規制緩和（マレーシア） 
 

ジェトロ・クアラルンプール 新田浩之 

 

  外資企業の参入は、製造業ではほぼ 100％出資が可能だが、サービス業の卸・小売り、物流などには

各種の規制がある。特に出資比率の規制として、マレー人と先住民族の総称であるブミプトラの出資を要

求される分野もある。また、コンビニエンスストアなど日本企業の競争力の高い業態は外資の出資比率が

ゼロに規定されるなど課題は多い。ナジブ首相は 2014 年にサービス産業を対象とした成長戦略を策定す

る予定で、どういった規制緩和が導入されるか注目される。 

■ コンビニエンスストアに出資できず 

 卸・小売業に対する外資規制は、国内取引・

協同組合・消費者省（Ministry of Domestic Trade, 

Cooperatives and Consumerism:  MDTCC）が管

轄する。規制内容は、「マレーシア流通取引・サ

ービスへの外国資本参入に関するガイドライン

（MDTCC ガイドライン）」に記載されている9。業

態によって、規制は分かれる。同ガイドライン

では、ハイパーマーケット、デパート、スーパ

ーストア、専門店、その他の様々な販売形態の 5

つの分野の定義が置かれている。 

 ハイパーマーケット（5000 平方メートル以上

の販売床面積があるセルフサービスの販売店）

およびスーパーストア（3000 平方メートル以上

4999 平方メートル以下の販売床面積があるセル

フサービスの販売店）に対しては、最低 30％の

ブミプトラ資本の出資要件を課し、各店舗の陳

列スペースにおける商品数の最小管理単位（SKU）

のうち最低 30％は、ブミプトラ中小企業商品の

ために確保することが義務付けられている。ま

た、スーパーストアの申請はハイパーマーケッ

ト事業者のみに限られており、最低払込資本金

はそれぞれ 5000 万リンギ（約 16億円、1リンギ

＝約 32 円）、2500 万リンギとなっている。 

                                                   
9 最低資本金など詳細は以下を参照。以下の内容は 2013 年 11

月 29 日時点の情報に基づく。規制内容は随時、変更があるの

で、進出する際は監督官庁に確認していただきたい。

http://www.kpdnkk.gov.my/kpdnkk-theme/images/pdf/WRT_

Guideline.pdf。 

 デパートなどは外資出資制限やブミプトラの

出資要件はないが、最低払込資本金は 2000 万リ

ンギとなっている。なお、デパートは、一般的

には 1つの共通した店舗経営の下、性別、年齢

またはライフスタイルによる部門別に、各種取

りそろえられた広範囲にわたる消費者商品を、

セルフサービスもしくはセールスアシスタント

を伴って小売販売する店と定義されている。 

 専門店についても、外資出資制限やブミプト

ラの出資要件は課されていないが、100 万リンギ

の最低払込資本金が必要となる。 

  また、同ガイドラインには外資参入禁止業種

も記載されており、例えば、ガソリンスタンド、

販売面積が3000平方メートル未満のミニマーケ

ット、食料品店、一般販売店、新聞販売店、雑

貨店、薬局（伝統的なハーブや漢方薬を取り扱

う薬局）、常設の市場（ウエットマーケット）や

歩道店舗、国家戦略的利益に関与する事業など

が禁止業種に指定されている。なお、コンビニ

エンスストアニは後述するフランチャイズ方式

での参入が可能であるが、あくまで外資の出資

は許されていない。 

 卸売業は 100％外資出資は可能だが10、例外的

に新規の完成車（CBU）輸入には規制がかかる。

完成車輸入の場合は、オープン輸入許可書（AP）

                                                   
10 マレーシアでは卸売業の規制に関する明示的な規定はなく、

MDTCC ガイドラインでも卸売業の規制が規定されていない

ことから 100％出資可能とみなされる。 
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が必要であり、このことは「1998 年税関令（輸

入禁止）：Customs （Prohibition of Import）

Order 1998」に基づく。なお、所管官庁は国際

貿易産業省（MITI）である。但し、APは現在、

発行されていない。また、AP保持者選択の明確

なガイドラインはない。中古車に関しても、オ

ープン APの発行は行われていない11。 

 

■ 航空宅配便は 100％外資参入可 

 物流面の外資規制は、(1)陸運、(2)海運、(3)

空運、(4)倉庫、(5)その他に分けて、記述され

ている。 

（１） 陸運 

 陸運業に参入する場合は、商業車両ライセン

スが必要となる。このライセンスの発給は、陸

路公共交通委員会（SPAD）が管轄している。根

拠法令は「1987 年商業車両ライセンス委員会：

Commercial Vehicles Licensing Board 1987」。

ライセンスは、クラス A（貨物）、クラス A（コ

ンテナ）、クラス C（会社所有の物品の輸送）の

3つに分かれている。クラス Cは、100％の外資

参入が認められており、最低払込資本金は 25 万

リンギ、運転資金として、ライセンスを取得す

る車両の価格の 30％が要求される。クラス A（貨

物）は、資本条件として 51％はマレーシア国籍

（うち最低 30％はブミプトラを含む）の資本が

求められる。最低払込資本金は 25 万リンギで、

運転資金としてライセンスを取得する車両の価

格の 30％が要求される。なお、クラス A（コン

テナ）ライセンスの発給は現在、凍結されてい

る。 

                                                   
11 自動車輸入ライセンス申請ガイドラインは、現在は、発行さ

れないため、ガイドラインは、既に AP を取得しているフラン

チャイジー会社の輸入台数の許可申請にのみ適用される。フラ

ンチャイジー会社とは、特定自動車メーカー専属輸入代理店の

ことである。 

http://www.miti.gov.my/cms/documentstorage/com.tms.cms.

document.Document_1d2bd2c4-c0a81573-7413a356-46d097

64/Guidelines％20to％20Apply％20for％20Import％

20Licence％20for％20Motor％20Vehicles％202013.pdf 

（２） 海運 

 海運業に参入する場合は、国内船舶ライセン

スが必要となる。このライセンスの発給は、運

輸省（MOT）が管轄している。根拠法令は「1952

年商業船舶法令（Merchant Shipping Ordinance 

1952）」。船舶がマレーシア船籍の場合、認可条

件の達成度合いによってライセンス期間は変わ

ってくる。最大で 2年の認可が得られる。2年の

認可の場合、最低 30％のブミプトラ資本および

これを反映する取締役会を構成すること、事務

系スタッフの 30％以上はブミプトラであること、

船員の 75％以上はマレーシア人であること、船

齢10年未満の船舶であることなどの認可要件を

クリアする必要がある。外国船籍の場合、最長

の認可期間は 3ヵ月で、資本条件は特にない。 

（３） 空運（航空宅配便） 

 航空宅配便に参入する場合は、宅配便（クー

リエ）サービスライセンスが必要となる。この

ライセンスの発給は、マレーシア通信・マルチ

メディア委員会（MCMC）が管轄している。根拠

法令は「1991 年郵便サービス法（Postal Service 

Act 1991）」。ライセンスは、クラス A（適用範囲：

マレーシア国内／海外）、クラス B（マレーシア

国内／インバウンド）、クラス C（特定区域）に

分かれ、100％外資出資が認められる。なお、最

低払込資本金はそれぞれ 100 万リンギ、50 万リ

ンギ、10万リンギとなっている。 

（４） 倉庫業 

 倉庫業は「私設保税倉庫」「一般保税倉庫」に

分類される。前者は企業が自社のために所有す

る形態、後者は多数の企業の物品を扱う形態で、

関連法規はともに「1967 年税関法（Custom Act 

1967）」。所轄官庁は倉庫が所在する州の税関。

資本要件は、前者は外資参入が 100％認められて

いるが、後者は最低 30％のブミプトラ資本を必

要とする。前者への参入要件は、倉庫に保管す

る物品の年間最低価額が最低 500 万リンギ必要
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になるが、重要物品（アルコール飲料、たばこ、

自動車）と非重要物品の2種を取り扱う場合は、

それぞれ最低500万リンギの価額が必要になる。

後者は倉庫の面積要件を重要物品では 5万平方

フィート（約 4650 平方メートル）、重要物品以

外では 2万フィートとする12。 

 保税でない倉庫は税関の管理下にはなく、

「1976 年地方自治法（Local Government Act 

1976）」が関連法規となる。非保税倉庫であるた

め、保管する物品は無税または税金を支払い済

みのものとする。所轄官庁は所轄の地方自治体

で、資本条件などの外資規制はない。認可要件

として、ビジネスライセンスの取得や建物の使

用許可が必要となる。保税でない倉庫は税金を

支払い済みということもあり、保税倉庫と比べ

て外資の参入が容易だとみられる。 

（５） その他 

 船会社代理店の設置は、会社が所在する州の

税関が管轄し、根拠法は「1967 年税関法（Custom 

Act 1967）」だ。外資参入に当たっては、100％

出資が認められている13。通関業は「1967 年税

関法（Custom Act 1967）」に基づいて、進出条

件が規定されている。所轄は本社が所在する州

の税関で、最低 51％のブミプトラを資本条件と

するが、現在、新規ライセンスは凍結中だ。 

  

■ 規制緩和の動きも  

 マレーシアの卸・小売、運輸業のサービス業

の外資規制において、総じて、各種インセンテ

ィブ制度により各国政府の許認可取得を条件に

例外的な出資比率が認められるなどの例外規定

はない。但し、新規の完成車（CBU）輸入では、

既に発行されている輸入ライセンスを取得企業

                                                   
12 認可要件は以下を参照。 

http://www.customs.gov.my/index.php/en/trade-facility/custo

ms/821-gudang-berlesen 
13 認可要件は以下を参照。 

http://www.customs.gov.my/index.php/en/procedures-a-guide

line/customs/100-customs-agent 

から借り受けて、輸入することも可能である。  

 また、最近は ASEAN 経済共同体（AEC）、ひい

ては国内経済活性化を見据えたサービス業の数

少ない規制緩和の動きもみられる。例えば、2012

年 7 月にマレーシア投資開発庁（MIDA）が発表

した国際総合物流サービス（IILS）では、資本

条件は課されないとともに、ブミプトラの資本

構成から免除される。また現在、凍結中の通関

業のライセンスを取得できる14。 

 コンビエンスストアへの参入は、外資参入が

規制されていることもあり、実現が難しい。そ

こで、外国企業は出資比率を 0％とし、マレーシ

アの国内企業が事業を「マスターフランチャイ

ジー」か「フランチャイジー」として行い、外

国の「フランチャイザー」からロイヤルティー

を受け取る形態での進出が行われている。しか

し、出資を伴った進出を要望する声は強く、2013

年10月にマレーシア日本人商工会議所（JACTIM）

は、あらためて MDTCC にコンビニエンスストア

への出資規制緩和を求めた。 

 また、完成車の輸入ライセンスを所有する企

業は少数であり、マレーシア国内の自動車価格

高止まりの一因ともなっている。この点、政府

は2014年 1月 20日に APの扱いを含めた新自動

車政策（NAP）を発表した。発表前は、前倒しの

AP 廃止も期待されたが、結局は 2009 年に発表し

たフランチャイズ AP（特定メーカーの新車に限

り輸入を許可）を 2020 年末日までに段階的に終

了、オープン AP（車種、仕入先など制限がない

輸入許可証）は 2015 年末日までに終了するとし

たスケジュールに関する変更はなされなかった。 

 

■ サービス業成長戦略の発表に注目 

 2009 年に就任したナジブ首相は、就任当初こ

                                                   
14 認可要件は以下を参照。 

http://www.mida.gov.my/env3/uploads/Forms/Services/03072

012/GD-IILS.pdf 
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そサービス産業の規制緩和を打ち出したが、そ

の後の歩みは鈍い。 

 2013年5月に実施された第13回総選挙におけ

るマレー人を中心とするブミプトラからの支援

を狙い、競争が激化する規制緩和は抑制された

との見方が一般的だ。さらに選挙後の9月には、

政府調達でブミプトラ企業を優遇する措置強化

が発表された。一方で、首相は 2014 年度予算案

発表時には、2014 年にサービス産業の成長戦略

を発表すると演説しており、サービス産業の外

資規制緩和に言及されるか注目されている。 
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  小売業は一定規模以下で外資参入を禁止（フィリピン） 
 

ジェトロ・マニラ 石川雅啓 

アジア大洋州課 倉沢麻紀 

 

 フィリピンの外資規制は、1991 年外国投資法の規定に基づき定期的に改定される「ネガティブリスト」で

確認することができる。最新の第 9 次ネガティブリストによると、小売業については、払込資本金 250 万ドル

未満の外資参入は禁止され、出資する親会社についても厳しい要件が課されている。そのため、地場企業

との合弁を行うケースがあるが、2013 年に厳格化された外資出資比率の算定基準について留意が必要

だ。卸売業、運輸（物流）業については、規制業種ではないものの、国内市場向け事業に対する外資参入

制限がある点に注意を要する。  

■ 外資規制の元となるネガティブリスト 

 ネガティブリストは、リスト A「外国人による

投資・所有が憲法および特別法により禁止・規

制されている分野」と、リスト B「安全保障、防

衛、公衆衛生、公序良俗の脅威、中小企業保護

の観点から外国人による投資・所有が規制され

ている分野」に大別され、それぞれのリスト内

に具体的な業種名が記されており、外資参入が

禁止されている分野や資本制限がある分野が記

載されている。逆に、本リストに掲載されてい

ない分野については、外資100％出資が可能だ15。 

 

■ 小売業、払込資本 250 万ドル未満の外資参入

は禁止 

 小売業では原則、払込資本金が 250 万ドル未

満については、外資の参入が認められない。根

拠法は、ネガティブリスト A（外国資本の参入が

認められていない分野）3.による。 

 但し、次の（a）、（b）のいずれかの資本金規

制をクリアし、①～④の外国資本に対する要件

を満たした上で、100％の外国資本の参入が認め

られている。 

                                                   
15 第 9 次ネガティブリストは、ジェトロウェブサイト「フィリ

ピン進出に関する基本的なフィリピンの制度」規制業種・禁止

業種（http://www.jetro.go.jp/world/asia/ph/invest_02/）を参

照。 

小売業に課せられる資本金規制（RA8762 第 5 節） 

（a）払込資本金が 250 万ドル以上かつ 1店舗当

たりの資本金が 83万ドル以上 

（b）高所得者向け商品または高級品を扱う小売

業で、1店舗当たりの資本金が 25万ドル以上 

 

 （b）の「高所得者向け商品または高級品」に

ついては、定義は定められてはおらず、フィリ

ピン国家経済開発庁（NEDA）に当該品か確認を

するか、その都度審査を受ける必要がある。 

 

 外国資本の要件（RA8762 第８節）。次の４つの

要件すべてを満たす必要がある。 

① 親会社の純資産が 2億ドル以上（上記（a）

に該当する企業の場合）、5000 万ドル以上（上記

(b)に該当する企業の場合） 

②世界で 5件以上の小売店舗もしくはフランチ

ャイズを展開し、少なくともその１店の資本金

は 2500 万ドル以上 

③小売業で 5年以上の実績を有する 

④フィリピンの小売企業の参入を認めている国

の国民もしくは同国で設立された法人 

 

 フィリピンの堅調な経済成長や活発な個人消

費を受けて、日系小売業の関心は近年高まりつ
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つある。しかし、上述の小売業に対する外資規

制もあり、フランチャイズ契約以外での進出は、

大手企業が中心だ。具体的には、2012 年に進出

した「ユニクロ」を手掛けるファーストリテイ

リングは、フィリピンの SM リテールと合弁会社

（出資比率 75％、連結対象子会社）を設立。コ

ンビニエンスストアを展開するファミリーマー

トは 2012 年、伊藤忠商事およびフィリピンの

Ayala グループと Rustan グループとの合弁会社

SIAL CVS RETAILERS との 3社で合弁会社（ファ

ミリーマート 37％、伊藤忠商事 3％、SIAL60％）

を設立した。 

 また、フィリピンではレストランも小売業に

該当することが特徴だ。昨今、日本食レストラ

ンがマニラを中心に進出しているが、これらほ

ぼ全てのレストランはフランチャイズ契約によ

る進出だ16。 

 

■ 外資出資比率の算出基準が厳格化 

 外資規制が定められている分野に対し、参入

を試みる日系企業にとっては、2013 年に厳格化

された外資出資比率の算出基準に、留意が必要

だ。フィリピンでは従来、外資比率算定の対象

となる株式の種類については詳細が明示されて

いなかった。そのため、議決権の低い優先株を

合弁先の地場企業に発給し、日本側が議決権の

ある株式の過半数を保有して実質的な経営権を

握り、規制をクリアしているケースがあった。

こうした手法に対しては、「外資規制を形骸化さ

せる」として以前から批判が出ていた。 

 このような状況の中、算出基準を争点とした

通信最大手フィリピン長距離電話（PLDT）の訴

                                                   
16 フィリピンのフランチャイズビジネスについては、業界団体、

フィリピン・フランチャイズ協会（Philippines Franchise 

Association:PFA）のウェブサイトが詳しい。

（http://www.pfa.org.ph/）フランチャイズビジネスを行う企業

の資本金、店舗数、ロイヤリティなどが確認でき、フィリピン

市場の規模や相場を把握するための参考となる情報が掲載さ

れている。 

訟において、最高裁が「議決権のある株式の外

資比率が上限以下でなければならない」として

違憲判決を下した。この判決を受け、証券取引

委員会（SEC）は、外資比率の算定基準を厳格化

する外資規制改正法案を 2012 年 11 月に発表、

2013 年 3月に改正法が公布された。改正法では、

①議決権のある株式の外資比率が上限以下、②

全株式合算の外資比率が上限以下、の両方を満

たす必要があるとしている。また、現在規制を

満たしていない企業は 5年以内の対応が求めら

れる。  

  

■ 卸売業、運輸業も国内市場向けでは外資制限

に留意必要  

 卸売業と運輸業については、ネガティブリス

ト非掲載業種であるため、特段の規制はないが、

国内市場向けの場合は、注意が必要だ。フィリ

ピンには、業種にかかわらず、地場資本保護の

観点から、国内市場向けの事業について外国資

本の参入が制限されている。払込資本金 20万ド

ル未満の国内市場向け企業の外資出資比率は、

40％までに制限される（RA7042、改正RA8179）17。

従って、20 万ドル以上を出資すれば、国内市場

向け企業であっても、100％の外国資本の参入が

認められる。 

 フィリピンに進出している日系運輸業の参入

形態をみると、国内市場向けに事業を行う企業

は、地場企業と合弁を組み、出資比率を 40％以

下に抑えている。一方、日系製造業の大半が登

録しているフィリピン経済区庁（PEZA）では、

PEZA 企業に対してサービスを行う企業も PEZA

の対象となる。そのため、PEZA 企業向けのサー

ビスを専門とする運輸企業は、PEZA に登録し、

単独資本で進出している。 

                                                   
17 この払込資本金の制限は、先端技術を有するか、50 人以上

を直接雇用する場合は、払込資本金を 10 万ドルまで下げられ

る。 
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■外国投資規制緩和に向けた動き 

 フィリピンの地元英字紙「ビジネスミラー」

（2013 年 12 月 19 日）によると、フィリピン政

府は外国投資の規制緩和に向け動き出すもよう

だ。同紙によると、NEDA のアルセニオ・M・バリ

サカン長官は、関連の政府機関と、ネガティブ

リスト改定に向けた協議を開始した。 

 同長官によると、2014 年初めには、最新のネ

ガティブリストが公表される見通し。これは、

外国直接投資の増加策や2015年に予定されてい

る ASEAN 経済統合への準備という政府の取り組

みに従ったものだという。また同長官は、改定

案は既に手元にあり、法律を変えることなく、

リストの項目数を削減するつもりだと語った。  
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段階的に外資規制自由化が進む物流業、小売業も部分緩和（ベトナム） 
 

ジェトロ・ホーチミン 近江健司 

 

  ベトナムでは、進出する日系企業に合わせて、日系企業支援のための物流業がかねてから進出してい

る。また、人口が多く、かつ平均年齢の若い市場であることから、内需を狙ったサービス業も進出を始めて

いる。ベトナムの物流業、卸売業、小売業の外資規制と企業動向について解説する。 

 

■ 輸送形態ごとに規制 

 物流業は、ベトナムの WTO 加盟時のサービス

約束表で、海上、国内水路、航空、鉄道、陸上

などの輸送形態ごとに、外資企業への市場開放

や内国民待遇が約束されている。また、WTO にお

ける約束を受けて制定された国内法である 2007

年政府議定 140 号（140／2007／ND－CP）によっ

て細かく規定されている。具体的な外資出資規

制は、図表 12の通り。 

 例えば、通関サービス（荷主の代わりに税関

手続きを行うサービス）を行う場合は、外資 99％

以下の合弁会社設立が可能（WTO 約束上は、合弁

会社であることを求められるが、外資出資比率

制限なし）、また倉庫サービスを行う場合は、従

来、外資出資 51％以下の合弁会社設立が可能だ

ったが、2014 年 1月からは制限がなくなり、外

資 100％出資が可能、トラックによる陸上貨物輸

送サービスは外資 51％以下の合弁企業設立が可

能となっている18。 

 なお、サービス業分野の中には、WTO 加盟時に

自由化約束がされていない分野でも、別途、2 

                                                   
18 WTO の自由化約束がされていない分野に係る投資（規定さ

れた出資比率を超える合弁会社の設立申請をする場合、約束さ

れていない分野の会社設立申請をする場合など）については、

個別案件に際して申請受理当局が認可を出すことを WTO 約束

が禁止しているわけではなく、ベトナムの国内法による裁量

（つまり個別案件に際して申請受理当局が申請を認めても問

題はない）となる。但し、表のうち幾つかの物流サービス（海

上輸送、国内水路輸送、鉄道輸送、陸上輸送）に限っては、ベ

トナムの国内法〔2007 年政府議定 140 号（140／2007／ND－

CP）〕により、規定された出資比率以下の申請でなければ認め

られないと定められている〔本注は「ベトナムの外資規制とサ

ービス分野の進出に関する諸論点」（2013年 9 月「The Lawyers」

の一部）などを参照して作成した〕。 

 

国間協定である日越投資協定の対象分野であれ

ば、同協定の優先適用により、投資活動（会社

設立など）において、内国民待遇（ベトナム企

業と同等の待遇を与えられること）を保証され、

日本の投資家ならば外資 100％企業を設立でき

る分野がある。しかし、輸送サービス（同協定

上「Transportation Service」と規定されるサ

ービス）は、同協定の対象外分野と規定されて

いるため、各種物流サービスのうち少なくとも

貨物輸送サービスに関しては適用されず、前述

の WTO 自由化約束に基づく規制がそのまま適用

される。 

   

■ 2014 年 1 月以降は倉庫サービスなどの自由

化進む 

 ベトナムの物流分野における企業の進出動向

をみると、通関サービスに参入する日系企業が

多い。ホーチミン日本商工会の会員企業だけを

例にとっても、通関サービスを行っているとさ

れる日系企業（駐在員事務所ではなく、現地法

人化している企業）は、少なくとも十数社ある。

駐在員事務所を置いてベトナム企業との提携に

より通関サービスを行う日系企業も含めると、

20 社を超える。 

 進出形態をみると、単独資本は少なく、合弁

企業がほとんどとみられる。この背景には、前

述のように、通関サービスのみを行う場合には

出資制限なしの合弁企業設立が可能だが、現実

には、倉庫サービスや陸上貨物輸送サービス（と
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もに外資 51％以下の合弁企業設立可能）

など各分野にまたがって業務を行う必要

があるため、ベトナム企業を合弁相手とし

て外資 51％以下の合弁企業を設立してい

る例が多いようだ。 

 2014 年 1 月以降は、倉庫サービスにつ

いては外資出資規制が撤廃されたため、こ

れまで出資規制のために外資 51％以下で

進出していた日系企業が、外資出資比率を

引き上げることが可能となった。在ホーチ

ミンの日系企業には「合弁相手との契約の

縛りがあるため、直ちに出資分を増やすの

は現実的ではない」という声がある一方で、

「これまで汗をかくのは日本側なのに、合

弁のため利益のうち半分しか配当されな

かった。出資比率の引き上げを検討中」と

いう声も聞かれる。 

 他方、倉庫サービス（2014 年 1 月以降

は外資 100％可能）、通関サービス（外資

99％まで可能）、陸上貨物輸送サービス（外資

51％まで可能）と分野ごとに外資規制が異なる

状況に対応するため、各分野毎に会社を設置す

る進出方法もあり得る。今後の物流企業の動き

が注目される。  

 

■ 卸・小売業では外資 100％が可能だが様々な

規制も  

 ベトナムの卸売業・小売業に対する外資規制

は、WTO 加盟時のサービス分野約束表に基づいて、

2009 年 1月以降自由化され、外資 100％出資が

可能となっている。 

 しかし、外資企業にとって障壁は少なからず

存在する。まず、外資系企業に対して自由化さ

れていない取り扱い品目がある。WTO サービス約

束表において、卸売業・小売業の自由化例外品

目とされているのは、たばこ、本、新聞、雑誌、

ビデオ録画物、貴金属、医薬品、砂糖などだ。

これら品目は、2007 年商工省議定 10 号（10／

2007／QD－BTM）において、流通権が認められな

い品目として、HSコード 4 桁レベルで指定され 

ている。また、外資企業に輸入権が認められな

い品目として、たばこ、鉱物類、雑誌類、コン

テンツ媒体、航空機部品などが、HS コード 6桁

レベルで指定されている。 

 また、卸売業・小売業・輸入業ともに、投資

証明書に明記された品目以外は扱うことができ

ない。投資証明書への品目追加や事前に多めに

申請することは可能だが、申請の際、窓口であ

る省・市レベルの計画投資局から、品目ごとに

関係当局（例えば、食品であれば農業農村開発

局や保健局、家電製品であれば情報通信局など）

に諮問される。実態として、特に輸入業かつ多

品目を扱う企業にとって、このような品目申請

の際に手間と時間のかかることが課題となって

いる。また、外資が輸入業をする場合、扱う品

輸送形態 業種 外国側の出資規制

貨物輸送サービス ・外資49％以下の合弁会社設立可能（ベト
ナム国旗を掲げる船の運営会社）
・外資100％企業の設立可能（国際海運業を
展開する会社）

コンテナ積み卸しサービス 外資50％以下の合弁会社設立可能

通関サービス（荷主の代わりに税
関手続きを行う業務）

出資制限無しの合弁会社設立可能（外資99
％まで可）。

コンテナ倉庫サービス（港・内国の
域内で、貨物の出し入れ、貨物の
修繕、輸送用の貨物調整の目的で
、コンテナを保管する業務）

外資51％以下の合弁会社設立可能。2014
年1月より、制限なし。

国内水路 貨物輸送サービス 外資49％以下の合弁会社設立可能

鉄道 貨物輸送サービス 外資49％以下の合弁会社設立可能

陸上 貨物輸送サービス 合弁会社の設立または事業協力契約（BCC
）締結のみ可能。合弁会社の外資は51％以
下。

コンテナ荷役サービス（コンテナタ
ーミナル業）

外資50％以下の合弁会社設立可能

倉庫サービス（バルク貨物、冷凍冷
蔵品等、コンテナ貨物以外）

外資51％以下の合弁会社設立可能。2014
年1月より、制限なし。

貨物輸送代理サービス（荷主の代
わりに輸送を組み立て文書を用意
し情報提供する業務、機内のスペ
ース仲介業務、混載業務等）

外資51％以下の合弁会社設立可能。2014
年1月より、制限なし。

その他サービス（荷主の代わりに
行う、貨物検査業務、計測・サンプ
リング業務、貨物受取り業務、輸送
書類作成業務等）

外資51％以下の合弁会社設立可能。2014
年1月より、制限なし。

海上

図表12 ベトナムの物流サービス分野における外資出資規制（2013年末時点）

すべての輸
送形態に付
随するサー
ビス

〔資料〕WTOサービス分野約束表、2007年政府議定140号（140/2007/ND-CP）から作成
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目が 50 品目（HSコード 4桁レベル）を超えると

認可が下りないのが実態といわれている。さら

に、特に食品の輸入業の場合には、地場・外資

企業ともに適用される規制ではあるが、初めて

輸入する品目の時、パッケージを変更した時、

更新時（3年ごと）に保健省への事前登録が必要

となり、品目種類ごとに手数料（輸入の際の輸

入税とは別の手数料）が必要となる。 

 また、一般に製造業と流通業を行う企業（ベ

トナム国内で製造した自社製品を流通させる企

業）に比べて、製造業を行わず流通業のみを行

う企業（他社製品を流通させる企業）の方が、

会社設立申請などの際に厳しく審査されるのが

実態だ19。 

 なお、これら流通サービス（日越投資協定上

は「Distribution Service」）は、物流関係の輸

送サービスと同様、日越投資協定の対象外分野

とされているため、同協定は適用されず、上記

のような WTO 自由化約束による規制が適用され

る。  

 

■ 複数店舗の出店審査の内容が不明確 

 また、卸売業や輸入業や他のサービス業には

なく、小売業にある外資規制として、ENT（エコ

ノミック・ニーズ・テスト）という名の、複数

店舗目の出店申請時の審査がある。 

 小売業に限らず、進出外資企業が支店や店舗

を追加で設立する際は、投資証明書への追加申

請を行うことが求められる。サービス業を展開

する日系企業からは、支店（店舗）設立に際し

て時間を要し、支店（店舗）設立申請に当たっ

                                                   
19 例えば、複数店舗目の出店申請の審査であるエコノミック・

ニーズ・テスト（ENT）について、製造業ライセンスを持って

生産した自社製品のみを売るために出店する場合、ENT の対

象になっていないのが実態といわれている。つまり、出店審査

において ENT を理由に時間がかかる恐れがあるのは、自社製

品以外を売る小売業企業（製造業ライセンスを持たず他社製品

を小売りする場合、製造業ライセンスを持っているが自社製品

とそれ以外の製品の両方を売る場合）というのが実態。 

て具体的な審査基準が不明（省・市のマスター

プランに沿うかどうかというあいまいな基準は

存在するが、それ以外が不明）、認可されるかど

うか分からないためビジネスプランが立てられ

ない、賃借料を負担しながら申請結果を待つこ

とになる、といった声が聞かれる。 

  小売業の場合も他のサービス業と基本的に

同様だ。外資企業が複数店舗目の小売店舗を設

立申請する場合には、その都度 ENT の審査を経

ることとなっているが、審査の基準は、地域内

の小売店舗の数、市場の安定性、人口密度、省・

市のマスタープランとの整合性という程度で、

やはり他のサービス業と変わらず具体的な審査

内容が不明だった。小売業の出店審査について

は、これまでの官民対話においても審査内容の

明確化の必要性が叫ばれてきた。 

 こうした中、2013年6月に商工省通達08号（08

／2013／TT－BCT）が発出され、500 平方メート

ル以下の店舗を設立する際には、一定の条件を

満たせば ENT 審査は対象外とされた（2013 年 5

月 20 日記事参照）。また、同通達では、ENT 審査

の対象となる場合には ENT 評議会（省・市の人

民委員会、計画投資局、商工局などから成る）

が審査を行い、中央の商工省に判断を仰ぐとさ

れるなど、ENT 審査の手続きが規定された。 

 但し、通達 08 号については、ENT 対象外とさ

れる条件があいまいだという点が指摘されてい

る。また、当地の小売業企業からは、ENT 除外に

ついて、「もともと ENT という具体的な手続き・

書類がない中で、500 平方メートル以下の小規模

店舗は ENT 除外と規定されても、具体的な手続

き・書類が免除されるわけではなく、これまで

と同様、具体的な審査内容が不明だという状況

は変わらないのではないか」、「ENT 除外だとして

も、当局の職員が頼る審査基準がない状態では、

注目分野でもあるので職員は慎重になり、上部

機関や中央の商工省まで相談し、結局は時間が
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かかるのではないか」などといった声が聞かれ

ている。本件は官民対話である日越共同イニシ

アチブ・フェーズ 5でも取り上げられており、

改善が期待される。 

  

■ 直接投資による日系小売企業の進出はまだ

多くない 

 日系小売業の投資は、過去 1年ほどでは目立

っては増えていない。消費の中心であるホーチ

ミン市では日本発のブランドとして、いわゆる

100 円ショップ、ドラッグストア、眼鏡販売店な

どが出店してきているが、直接投資でない進出

形態（フランチャイズなど）が多い。進出日系

企業の中でここ 1年の間に小売店舗を大きく拡

大している企業も特にみられない。 

 日系企業 A社によると、小売業の直接投資を

する際には、①法制度の改善、②店舗の場所の

確保、③市場の成熟、という 3つが必要条件だ

と指摘する。①については、前述のとおり、出

店に係る外資規制が参入障壁になる。②につい

ては、賃借人の保護が進んでおらず、賃貸人が

突然賃貸借契約を解除する（賃貸人が一方的に

契約解除できる条項が契約内に含められている）

こともまれではないため、安心して進出できる

場所が少ない。③については、市場が成熟して

おらず売り上げが増えない場合には、直接投資

を行っても費用がかさむ一方で利益が上がらな

いことになる20。直接投資の方が多く利益を配当

できるとはいっても、まずはフランチャイズな

どによって小売り部分をベトナム企業に任せる

のも、リスク管理上自然なことだという。 

 

■ 徐々に規制が緩和され環境が改善 

 しかし、環境は徐々に改善されてきている。

外資規制は段階的に緩和されている。前述の品

                                                   
20 ベトナムの都市部の賃借料は高額なため、それを踏まえた売

り上げが必要になるといわれている。 

目規制（外資未自由化品目、小売り・卸売り）

については、WTO 加盟時の非自由化品目のうち、

現在ではコメが外資に開放されている。2013 年

11 月の日越当局間（日本の経済産業省、ベトナ

ム商工省）の「流通政策対話」でベトナム側は、

さらに砂糖と出版物を外資企業に開放すること

を検討すると発言している。また、小売業を誘

致する側の不動産業について、いわゆるサブリ

ース（転貸：建物を賃借した上でさらにテナン

ト企業に賃貸する業）が外資に開放される方向

で不動産経営法改正作業が行われており、現在

パブリックコメントの募集中だ。ENT についても、

ある当局幹部は官民対話の中で、「日系企業から

の出店申請がこれまでほとんどない。申請が実

際にあれば早く認可する」と述べている。これ

ら流通関係の論点は、前述の流通政策対話や日

越共同イニシアチブでも取り上げられ、改善に

向けて議論されている。 

 店舗の場所の確保も容易になってくる。日系

ショッピングセンターとしては、これまで唯一

Zen Plaza が存在したが、2014 年 1 月、イオン

の 1号店がホーチミン市にオープンした。イオ

ンは同年秋に 2号店がホーチミン市近郊ビンズ

オン省に、2015 年にはハノイ市で 3号店が開店

する予定だ。1号店には約 120 のテナントのうち、

小売店 5割、飲食店 2割、その他サービス 3割

で、また外資系ブランド 4 割、ベトナムブラン

ド 6割だという。また、高島屋グループは、シ

ョッピングセンター「サイゴンセンター」に出

資しているほか、2015 年には高島屋（商業ビル

の一部）がオープンする予定で準備が進んでい

る。さらに、もし前述の法改正によりサブリー

スが外資企業でも可能になれば、サブリースに

強みを持つ日系不動産企業が進出しやすくなる

など、今後、日系小売企業が安心して出店でき

る場所が増えてくると思われる。
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流通・運輸業で参入規制強化の動き（インドネシア） 
 

ジェトロ・ジャカルタ 春田麻里沙 

 

  政府は拡大する消費市場を牽引する分野、あるいは自国産業で賄うことができる分野については、外

資規制を定めたネガティブリスト（2010 年大統領規定第 36 号）で、外資参入を禁止あるいは制限している。

特に小売り分野は例外を除き、参入が認められていない。比較的制限が緩いとされている卸売業・運輸業

についても、2013 年から進められているネガティブリスト改定の議論の中で、業界団体が外資参入規制の

強化を訴えており、今後の動向を注視する必要がある。 

 

■ 経済界の要請を受け政府も規制強化へ動く   

  卸売業は現行ネガティブリスト21に特段の取

り決めがなく、原則として外資出資 100％での進

出が可能となっている。しかし、ネガティブリ

スト改定に当たり、インドネシア経営者協会

（APINDO）事務局長のフランキー氏は地元紙に

対し、「卸売業分野は特殊なノウハウや多くの資

本が必要な分野でないことから、外資の参入障

壁を設けるよう働き掛けを行ってきた」とコメ

ント。その後、マヘンドラ投資調整庁（BKPM）

長官が、流通（卸売業含む）分野の外資比率を

これまでの 100％から 33％に引き下げる、と発

言している（2013 年 12 月 24 日付報道）。 

 運輸業は事業種ごとにさまざまな規定がなさ

れているが、そのうちコンテナ貨物輸送、一般

貨物輸送、国内・国際海運業（国際海運の一部

上限 60％）、輸送手段を持たないフレイトフォワ

ーダー業などの分野は、現行ネガティブリスト

では外資出資比率 49％まで認められている。一

方、総合物流業の展開を想定した場合、フレイ

トフォワーダー、倉庫、トラック運送など各分

野においてそれぞれ事業許可取得が求められ、

煩雑になっている。なお、タクシーやバス輸送、

特定の小規模設備を使った海運業への外資参入

は認められていない。 

 フランキー氏は運輸業の外資規制について、 

                                                   
21 2013 年 2 月 25 日通商弘報記事参照。 

 

地元紙に対して、現行ネガティブリストに明確 

な記載がなかった倉庫業や冷凍・冷蔵設備業を

含む物流業について規制を強化し、地元企業の

参入チャンスをつくるべきとし、政府に働き掛

けを行っていることを明らかにしている。また、

マヘンドラ BKPM 長官は、倉庫業の外資比率を

100％から 33％に引き下げるほか、冷凍倉庫業に

ついては、ジャワ・スマトラ・バリ島では上限

が 33％、その他地域では 67％までとする方針を

示している。 

 

■ 小売業は小規模店への参入が禁止 

 現行ネガティブリストでは、床面積が 400 平

方メートル以上のミニマーケット、1200 平方メ

ートル以上のスーパーマーケット、2000 平方メ

ートル以上の百貨店には、外資参入が認められ

ており、日系も含めた外資系小売業はこの規定

に基づいて参入しているとみられる。一方、上

記規模未満の小売業への外資参入は認められて

いない。 

 2013 年 12 月に、商業相規定第 70号「伝統市

場、ショッピングセンター、モダンストアの整

備と育成指針に関する商業相規定」が発表され

た。同規定は業界団体などとの調整を経て、2014

年 6 月ごろに施行されると見込まれており、国

内で展開する小売業者（地場資本も含む）に対

して、近代的小売店で取り扱う商品の 8 割以上

を国産品とすることを義務付け、同規定が施行
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されてから 2 年以内に、同基準を満たす必要が

あるとしている。このほか、店頭販売のための

不必要な費用（リスティングフィー）の徴収を

禁止し、プライベートブランドの販売は商品全

体の 15％にとどめ、加えて近代的小売店の直営

は 150 店舗までに制限することなどが盛り込ま

れている。また、ミニマーケットに対しては、

生鮮品の量り売りを禁止するほか、駅、礼拝場、

病院、学校などの近くにある店舗でのアルコー

ル飲料販売を禁止することも盛り込まれている。 

 このように厳しい外資規制が敷かれているが、

外国ブランドが参入できていないわけではない。

アパレルや飲食店、雑貨店などが立ち並び、日

本の各種コンビニエンスストアも店を構えてい

る。参入方法は各社各様ではあるものの、主と

して、業務／販売委託、フランチャイズなどの

方法で参入している。資本参加ができないこと

によるトラブルを避けるため、現地パートナー

会社に出向という形式を取るなど、リスクを軽

減する対策が講じられている。 

 小売業の参入方法として有力なフランチャイ

ズについて、商業省が 2012 年、規定を発表した

（商業相規定第 53号および 68号）。内容として

は、店舗に使われる棚などの設備・備品や商品

において、原則として国内産品を 80％以上使用

するよう義務付けており、150 店舗を超えた直営

の小売店舗については、超えた店舗数の 40％の

フランチャイズ化を義務付け、残りの 60％は引

き続き直営にできるとした。また、フランチャ

イザーとフランチャイジーが保有する事業許可

以外の商品を全販売品目数の 10％以内に限定し

た。例えば飲食業の事業許可を取得している場

合、飲食業に直接関連しないものの販売品目数

は 10％までと制限されたことになる。 

 規定の施行当初は、さらなる外資参入の障壁

になるのではと懸念されたが、商業省はジェト

ロに対し、①大企業のみならず中小企業にもフ

ランチャイズ権を持てる仕組みをつくること、

②国内産品使用を促すことが本規定の目的であ

り、外資参入の障壁を高めるものではないとし、

仮に専門的な商材を取り扱う小売店や日本食レ

ストランなどにおいて、インドネシア産品 80％

使用が困難な場合はケースバイケースで判断す

るので事前に相談してほしい、とコメントして

いる。なお、詳細な運用規定は発表されておら

ず、国内産品の使用義務などに関しての算出方

法などについての取り決めもされていない。 

 この他、小売店を出店する地域の地方条例に

より、出店が禁止されている場合もあり、注意

が必要だ。例えばジャカルタ特別州では、伝統

的市場の保護に関連した近接地への出店制限、

ミニマーケットでの商品販売価格の制限（とも

に2002年ジャカルタ特別州知事令第2号）など、

その他小売店の営業許可取得に際して各種地方

条例がある。ジャカルタ特別州観光局は、2012

年フランチャイズ規定に関連し、事業許可に即

した事業展開がなされているか各種コンビニエ

ンスストア店舗を再確認したところ、外資系小

売業のジャカルタ内 106 店舗のうち営業許可の

要件を満たしているのは 46 店舗で、残りは要件

を満たさない、あるいは事業許可がなかったと

発表した。加えて、中央ジャカルタのブディク

ムリアーン通りの店舗については、建設許可の

不備などの理由により、ジャカルタ特別州建設

計画監督局が営業停止処分を発動し、強制的に

閉鎖したとしている。 

  

■ 外資の投資額に関する制限も規定 

このように、ネガティブリストの他、国内法、

地方条例などによる数々の参入障壁があるが、

さらに投資調整庁長官規程 2013 年第 5号「投資

許認可・非許認可の指針と手順に関する規定」22

                                                   
22 同規定の仮訳は以下のジェトロ・ウエブサイトを参照。

http://www5.jetro.go.jp/newsletter/jkt/2013/BKPM_No.5_20
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で、外資系企業が投資するに当たっての資本金

の規定が定められた〔第 22 条（3）〕。規定内容

は、外資系企業が投資をする場合、①土地建物

を除く投資額の合計が 100 億ルピア（約 8,600

万円、1ルピア＝約 0.0086 円）あるいはそのド

ル相当額以上、②引当資本と払込資本は同額で

あり、25億ルピアあるいはそのドル相当額以上。

また、株式保有率は株式の額面に基づいて計算

することとされている。本規定は、卸売業、運

輸業、小売業に関わりなく全分野の外資企業が

参入する際に課される規定だが、本規定により、

中小規模の投資でのインドネシア参入は困難で、

大きな参入障壁となっている。マヘンドラ BKPM

長官はジェトロとの会談の中で、「現行のさまざ

まな外資規制は製造業を想定してつくられたも

のが多く、そのままではサービス分野の外資系

企業にはそぐわない内容があることを理解して

いる」とコメントしている。 

 

 

                                                                               
13_kariyaku.pdf/ 

http://www5.jetro.go.jp/newsletter/jkt/2013/BKPM_No.5_20

13_genbun.pdf/ 
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  小売・卸売業の外資参入は困難、物流業にも障壁（ミャンマー） 
 

ジェトロ・ヤンゴン 小林広樹 

アジア大洋州課 小島英太郎 

 

  2012 年以降、「ミャンマーブーム」を背景に日系企業の対ミャンマー投資が進み始めた。電力などのイ

ンフラが未整備で製造業は足踏みしているところもあるが、建設、IT のオフショア開発に加え、法律・会計

事務所、コンサルティング、貸しオフィスなどビジネスサポート分野の進出が増えている。しかし、小売・卸

売・物流業への外資参入障壁は依然高く、こうした分野の日系企業では合弁などでの参入を模索、実現す

る動きも出つつある。 

 

■ 小売・卸売業の外資参入にさまざまな細則 

 小売り・卸売り分野の外資規制については、

2012 年 11 月に制定された新外国投資法に基づ

いて、2013 年 1 月 31 日に発表されたミャンマ

ー投資委員会（MIC）による施行細則（MIC 通達）

に明文規定がある23。この中で、小売業、卸売

業は「特定の条件下でのみ参入可能な事業」に

該当しており、以下のような細則がある。 

 

小売に関する細則 

・小売業：小規模小売りの形態には参入できな

い。スーパーマーケット、百貨店、ショッピン

グセンターの形態は認められる。但し、ミャン

マー企業の既存店舗に近接した場所では開店

できない。国産の商品を優先的に購入し販売す

ること。合弁（JV）の場合はミャンマー企業側

が最低 40％の出資をすること。 

・自動車、オートバイを除く小売り：2015 年以

降のみ認める。最低 300 万ドル以上の投資とす

ること。免税措置なし。 

・フランチャイズ：外国企業はフランチャイザ

ーとしてのみ認められる。 

・専門店以外の小売り：百貨店とハイパーマー

ケットは 5 万平方フィート（1 平方フィート＝

約 0.09 平方メートル）以上、スーパーマーケ

                                                   
23 2013 年 2 月 15 日通商弘報記事、2 月 18 日通商弘報記事参

照。 

ットは 1 万 2000 平方フィートから 2 万平方フ

ィートの店舗面積を有すること。 

・専門店以外の食料品、飲料（アルコールを含

む）、ミャンマーたばこなどの小売り：店舗面

積 2,000平方フィートから 4,000平方フィート

まで。 

 

 卸売業に関する細則 

・卸売業：商業省の見解に従う。 

 

 小売業については、上述の 5つの細則が関係

するとみられるが、それぞれの条件にはあいま

いな部分が残っている。例えば、ミャンマー企

業の既存店舗に近接した場所では開店できな

いとあるが、距離については記されていない。

また、国産の商品を優先的に購入し販売すると

あるが、どれぐらいの比率なのかも記されてい

ない。また、小売業は 2015 年以降に外資開放

されると規定されており、この見通しについて

政府関係部局に問い合わせたところ、「MIC 通達

のとおり」との回答のみだった。さらに、卸売

業については「商業省の見解に従う」とあるが、

政府関係部局に問い合わせたところ、現在、卸

売業に対しての許認可をどうするか議論して

いるとのことだった。 
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■ 会社法に基づく参入も不可能に 

 ここまで外国投資法の説明をしてきたが、外

資だからといって必ずしも外国投資法によら

なければ現地法人を設立できないということ

はない。外国投資法上の恩典はなくなるものの、

ミャンマー会社法によると、外資も企業登記・

営業許可を得れば事業を始めることができる

ことになっている。2002 年以前はこの会社法に

基づき外資も「商業（Trading）」分野で現地法

人設立が認められていた。商業は小売・卸売業

（貿易業も含む）を指しており、過去には外資

が国内で物品を購入し輸出したり、輸入したも

のを国内販売したりすることができた。しかし、

2002 年以降、突然、外資は商業分野での企業登

記・営業許可が認められなくなってしまい、明

文化されてはいないものの、現在まで認められ

ないままとなっている24。結局のところ、外国

投資法に基づいても基づかなくても、外資が小

売・卸売業に参入することは今のところ不可能

となっている25。 

 

■ 地場代理店を見つけての参入の動き 

 ここまでみてきたように、外資が小売・卸売

業でミャンマー市場に参入しようとすれば、地

場のパートナーを見つけ、輸入販売してもらう

しかない26。こうした中で 2013 年 8 月、双日は

地場流通最大手シティー・マート・グループと、

ミャンマーにおける生活消費財・食料品の卸売

事業を共同で展開していくことで合意、資本・

業務提携契約を締結。シンガポールに共同出資

                                                   
24 合弁の場合でも同様に認められない（外資が入ると、合弁

でも外国企業扱いとなる）。 
25 外国投資法の細則として、MIC 通達と同日に公布された国

家計画・経済開発省通達 No.11／2013（MNPED 通達）の第

175 条において、「新外国投資法の細則は商業を対象としてい

ない」ことが記述されている。この意味するところの詳細は

不明だが、商業分野での外資参入に関しては外国投資法に基

づく認可を受けることが難しいことが読み取れる。 
26 ミャンマー国内に製造拠点を構え、原料を輸入し、製造・

加工後に国内販売することは外資でも可能となっている。ま

た、製造・加工後の輸出も同様に可能だ。 

の新会社を設立し、同グループ向けの生活消費

財・食料品の調達をすると発表した。ただ、双

日のようにミャンマー国内に新会社を設立し

ないまでも、地場の代理店を見つけて参入する

動きも増えつつある。 

   

■ 合弁で活路を見いだす日系物流企業 

 一方、物流業（運輸業）の外資参入について

は、外国投資法、MIC 通達において次のような

細則がある。 

 

○「ミャンマー国民との合弁事業形態において

のみ参入可能な 42 分野」の物流関連業務（こ

の場合は外資は 80％までとする出資制限があ

る） 

・国内空輸業務 

・国際空輸業務 

・船舶および荷船による乗客および貨物輸送業

務 

・内陸コンテナデポ（ICD）の建設を通じた国

内港湾業務および倉庫 

○「特定の条件下でのみ参入可能な 27 分野」

の物流関連業務 

・倉庫（中小規模の倉庫業は認められない。JV

の場合はミャンマー企業側が最低 40％を出資

すること） 

 

 上記の業務以外の物流業でも、MIC 通達には

運輸省管轄として貨物取扱業務などを始める

場合は「連邦政府の承認および運輸省の推薦が

必要」とされており、その承認・推薦の基準の

あいまいさが課題となっている。 

 一方、上述したように、外資であっても外国

投資法によらずに会社法で現地法人を設立す

ることが認められており、この形態で「物流サ

ービス業」として認められる事例が出ている。

日本からミャンマー向けの中古自動車コンテ
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ナ輸送などを手掛けるジー・ティー・シーエイ

シアは、100％出資の現地法人を 2012 年 9 月に

設立して 2013 年 1 月から操業を開始したと発

表した。日系物流サービス業で初めての案件だ。

続いて、同年 2月、三菱倉庫と日本航空の貨物

事業子会社ジュピター・グローバルがミャンマ

ーで物流事業を手掛ける現地法人を共同設立

予定と発表、5 月に設立された。加えて、阪急

阪神エクスプレスも 2013 年 8 月に現地法人設

立を発表した。いずれも航空、海上、陸上輸送

を行う地場代理店と提携・業務委託し、それを

コーディネートするかたちで物流サービスを

提供できることになったが、ジェトロが把握す

る限り、このような現地法人設立はこれら 3例

のみだ。2012 年以降、日系物流企業のミャンマ

ー参入が相次いだが、基本的には駐在員事務所

のような「支店」を設立して、情報収集、荷主

のケアなどの業務をするにとどまっていた。こ

のような中、3 社とはいえ「物流サービス業」

での現地法人設立が認められたことは画期的

だった。 

 しかし、ある日系物流企業の関係者によると、

物流業に対して以前は外資 100％による法人設

立が可能だったが、運輸省の判断により 2013

年 8 月ごろを境に急に外資 100％での現地法人

設立が認められなくなり、合弁のみ認められる

ことになったという。明文規定はともかく、運

用実態としては非常にあいまいな状態となっ

ている。 

 

■ 合弁でより幅広い物流事業を展開  

 ミャンマーの物流事業に合弁で取り組む事

例も出てきている。日立物流の子会社である日

新運輸は 2012 年 12 月、ヤンゴンに地場企業と

合弁で現地法人を設立、2013 年 1 月から営業を

開始した。3 月には工場を完成させ、物流サー

ビスのみならず、日系フォワーダー（荷主と輸

送会社の仲介業者）として縫製品の検針・検品

などの流通加工機能を保有する初の合弁会社

となった。主にアパレル業界の顧客にフォワー

ディング業務と検針・検品などの流通加工を提

供しつつ、農産品、インフラ関連資機材の輸出

入も行うなど、業務を軌道に乗せつつある。ま

た、上組は 2012 年 7 月に支店を設立し駐在員

が常駐し始めていたが、2013 年 3 月に地場最大

手の物流企業エバー・フロー・リバー（EFR）

とトラック共同事業に関する契約を締結した

と 2013 年 4 月に発表した。同社は「共同事業

を足掛かりに近く合弁会社を設立し、車両の整

備（2014 年末に 180 台）と人員の増強や組織の

強化をしていく」とも述べている。 

 ミャンマー内市場に参入するビジネスにつ

いては、地場企業保護の観点からも、流通・物

流業に限らず外資参入のハードルは高いとい

える。しかし、そうした地場企業との提携、合

弁などのかたちで活路を見いだし、先行してシ

ェアを取ろうとする日系企業の動きも活発に

なっているといえる。 
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  WTO 加盟を機に規制緩和進むか（ラオス） 
 

ジェトロ・バンコク 山田健一郎 

大阪本部（前アジア大洋州課） 小野澤麻衣 

 

  卸売業や小売業におけるラオスの外資規制が 2012 年以降、強化されている。両者とも外資 100％での

参入はできず、特に小売業は一切の外資参入が禁止された。外資導入が進む中で、自国産業の保護が

最大の目的だ。物流業への外資出資も 49％に制限されている。一方、政府は WTO 加盟や ASEAN 経済共

同体構築の流れの中で、サービス業で一定の開放も迫られている。 

 

■ 卸売業と小売業への外資規制を強化 

 かつては、「小売業における外国投資家によ

る出資比率は 25％未満、卸売業はラオス国籍企

業との合弁を組めば投資できるが、出資比率は

別途規定する」とされていた。ところが、2012

年 5 月 18 日付「卸売・小売事業に関する商工

省決定（No.0977／MOIC.DDT）」が出され、①小

売業については外資企業による参入を一切認

めない、②卸売業については輸入会社を設立す

ることを条件に外資参入も認めると改定され

た。 

 その後、2012 年 6 月 28 日付「ラオスにおけ

る卸売りのための輸入企業設立時の外国人投

資家の合弁が可能な商品と投資比率について

の商工省大臣告示（No.1265／MOIC.SLT）」にお

いて、前述条件の下で ASEAN 地域内の外資に開

放される卸売業の分野は「繊維、衣服、靴製品

（ISIC：4641）」の 3種のみとし、ASEAN 地域内

の外資の出資比率は 49％以下と規定された。卸

売業についてはASEAN地域内の外資のみを対象

に、輸入会社設立を条件に、かつ繊維、衣服、

靴製品の取り扱いについてのみ外資参入が認

められることになったと考えられる。 

 さらに、2012 年 7 月 20 日付「ラオスにおけ

る卸売りのための輸入企業設立時の外国人投

資家の合弁が可能な商品と投資比率について

の商工省副大臣告示（No.1489／MOIC.SLT）」で、

ラオス国籍者から名義借り（ビジネスそのもの

には関与しないラオス国籍の企業もしくは個

人から、名義だけを借りることで出資制限をク

リアすること）をしていることが判明した場合

には、ラオス企業法に基づき即時に事業を解散

する、などの罰則措置が追記された。 

 

■ 商業施設の建設は足踏み状態 

 ラオスは、約640万人と人口規模は小さいが、

豊富な天然資源や電力輸出により経済成長が

著しいこともあり、2012 年の 1人当たりの GDP

は 1446 ドルとベトナム（1528 ドル）に並ぶ水

準で、2001 年から 2012 年までの平均伸び率も

15％に上る。首都ビエンチャンでは 3346 ドル

〔2013 年度（2012 年 10 月～2013 年 9 月）、ビ

エンチャン都庁会議発表〕と、インドネシアに

並ぶ水準だ。 

 このような自国経済の成長に加え、中国やタ

イにおける賃金水準の上昇、労働力不足といっ

た周辺国の労務環境の変化もあり、ラオスへの

製造業を中心とした外資参入が加速している。

上昇を続ける所得水準を背景に、大規模かつ近

代的な商業施設の建設も増え、ビエンチャン市

内では商業施設の建設・開発は計画段階のもの

も含めると 14件に上る（2013 年 12 月時点）。 

 政府が小売業、卸売業の双方において外資規

制を強化したのは、この外資参入の増加に対し、
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まだ十分に成長していないラオス国内資本を

保護することが目的とみられる。規制が強化さ

れて以降、小売業、卸売業への新たな外国投資

案件は出ていない。また、商業施設の建設計画

には外資系企業によるものも含まれるが、これ

らは規制が厳しくなる前に認可されたものだ。

しかし、その多くが中国やベトナム資本で、建

設が計画どおりに進んでいない案件も多いよ

うだ。 

 

■ 外資への開放が期待される物流業 

 物流業においては、現時点で外資規制を定め

る明確な法令の発布は確認されておらず、商工

省の内規で「外資企業の出資比率は 49％以下」

と制限されている。ビエンチャン日本人商工会

議所の会員で、運輸業として法人設立している

企業は 2 社、駐在員事務所は 1 社だ（2013 年

12 月時点）。 

 ラオスに進出する製造業の多くはビエンチ

ャンに拠点を置いていて、その多くが、輸出入

をする際はタイのレムチャバン港を利用して

いる。ラオスの物流業者は自前のトラックや倉

庫は持たず、タイ側に拠点を置く物流業者の仲

介をするにとどまっており、実際の輸送はタイ

側の業者が行っているのが実態だ。 

 ラオス物流企業である Societe Mixte de 

Transport は「これからは、ラオスの物流会社

はもっと戦略的に海外の輸送会社と連携する

必要がある」という。物流業における外資規制

の緩和が進み、外国資本が投入されることでラ

オスの物流業界が競争力を増し、独自の輸送サ

ービスなども提供することが期待される。 

 なお、ラオスでは企業設立において、一般法

人のほかにも外国企業の支店という形態での

進出が可能とされるが、現状では金融機関、保

険会社、国際コンサルタント、航空会社のみと

され、これまで卸売業、小売業や輸送会社など

に適用された実績はない。 

  

■ 規制緩和と統一的な対応に期待も 

 ラオスは 2013 年 2 月 2日、158 番目の加盟国

として WTO に正式加盟した。これによりサービ

スセクター155 分野中 79分野で、外資による投

資を開放することとなっている。このロードマ

ップによると、流通分野（小売り、卸売り、フ

ランチャイズ）では、加盟後 7 年間（2020 年）

までは現状を維持し、7 年後から外資出資比率

を 49％以下まで開放することが約束されてい

る。一方、物流業についてはこの約束の対象外

とされている。 

 ラオスでは、これまで小売業や卸売業に対す

る外資規制が不明瞭で、法律や規制と実際の運

用に乖離があり、政府との交渉次第では規制対

象であっても許認可が下りるケースもあるな

ど、統一的な対応が行われないことが多かった。

実際、2011 年にはフランス系のハイパーマーケ

ット BigC が 100％タイ資本（同社タイ子会社か

らの出資）として認可されたケースもあった。

しかし、WTO 加盟を契機に法律の統一的運用が

強化されてきており、今後はこのような例外的

な認可が難しくなっていくとみられる。物流業

においても、同様のことがいえる。 

 また、2015 年の ASEAN 経済共同体の構築を控

え、ASEAN 地域として新たな規制緩和に向けた

取り決めや行動計画が定められる可能性もあ

る。ラオスへのサービス業進出に際しては、中

長期的な視点に立ち、規制の状況と緩和の方向

性をしっかりと確認していく必要があろう
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  卸売業、小売業、運輸業とも外資 100％出資が可能（カンボジア） 
 

ジェトロ・プノンペン 道法清隆 

 

  外国投資の規制が緩やかなカンボジアでは、卸売業、小売業、運輸業は外資 100％出資による現地法

人などの設立が可能だ。法令上は外資 100％出資で問題はないが、国内販売やサービスなどを提供する

場合、政府関係省庁などとのコネクションを持つ現地パートナーと提携する事例が多い。 

■ オープンな外国投資規制 

カンボジアは他のアジア諸国と異なり、不動

産の取得制限を除いて、外国人・外国企業に制

限されている分野はなく、オープンな外資誘致

政策を掲げている。従って、卸売業、小売業、

運輸業も外資 100％出資による現地法人や支店

の設立が可能となっている。 

政府は雇用確保、技術移転、輸出産業誘致な

どを目的に、適格投資案件（QIP：Qualified 

Investment Project）と呼ばれる投資優遇制度

を設定している。これは主に製造業や大規模農

業などを対象に、法人税の一定期間の免税措置

や部材、建設資材、製造機械の輸入関税および

付随する付加価値税（VAT）の免税などの投資

優遇措置の恩典を供与する制度だ。卸売業、小

規模小売業、運輸業は対象となっていないが、

小売業については、近代的なマーケット、貿易

センターの建設で、投資認可額が 200 万ドル以

上（面積 1万平方メートル以上）の大型投資案

件の場合は、カンボジア開発評議会で QIP の資

格を得ることができる。 

運輸業の場合は、貨物および旅客輸送事業に

関するライセンスが必要で、公共交通事業省か

ら道路運輸、水上運輸に関するライセンスを得

る必要がある27。また、通関業務を行う場合に

は、実務において通関士を常駐させ、関税消費

                                                   
27 道路運輸、水上運輸に関するライセンスの詳細は、ジェト

ロウェブサイトの公的サービスに関する情報大要を参照。

http://www.jetro.go.jp/world/asia/kh/law/ 

税総局（税関）に登録しておく必要がある。外

資 100％出資の現地法人、支店を設立する際に

は、外資規制はないが、ライセンス申請などの

措置が必要だ。 

 

■ 小売りや物流サービスで広がる日系企業の

進出 

  日本企業については、卸売業での日本企業の

進出という例はないが、小売業では日本のイオ

ンが、2014 年 7 月の完成を目標に現在プノンペ

ン市内で、ショッピングモールの建設を進めて

いる。同モールの 150 テナントの中で 40～50

の日系の飲食、小売りなどの企業が入居する予

定で、カンボジアでは外資系で初めての近代的

なショッピングモールが参入することになる。 

運輸業では、2013 年 7月に佐川急便ベトナム

がプノンペンに支店を開設。そして 11 月には

郵船ロジスティクス、12月には日本通運がそれ

ぞれ駐在員事務所を現地法人化した。2011 年に

は既に日本トランスシティが現地法人化して

おり、物流で現地法人化が進んでいる。また、

カンボジア側の提携先の運送業者（フォワーダ

ー）と提携する日系企業もある。大森廻漕店は

現地のトーマス・インターナショナル・サービ

スと合弁会社を設立。プノンペン市内にあるド

ライポートに検品所を設置し、2012 年 9 月から

業務を始めた。荷物の搬入以降、検品からコン

テナに積み込む「バン詰め」、通関手続き、船

の予約から船積みまでの作業をワンストップ
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として提供できる体制を整えている。 

以上のように、日本企業による動きも活発に

なってきているが、同国がオープンな外資誘致

政策を行っていることから、近隣の ASEAN 先進

諸国、中国、韓国、台湾などから多くの外資系

企業が参入しており、競争が非常に激しい。参

入の際には、同業他国企業の参入状況などもみ

ながら、ビジネスモデルに応じて、場合によっ

ては現地の有力なパートナーと提携するなど

の対応も必要ではないかと思われる。 
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  緩和が進むも、依然立ちはだかる国内企業との待遇差（中国） 
 

中国北アジア課 清水顕司 

 

  世界有数の消費市場である中国では、内需主導の経済発展を実現するためにもサービス業の振興が

重要な政策課題となっている。卸・小売業、物流業に対しても積極的な外資導入を通じた産業の高度化を

目指している。規制緩和は進んではいるものの、依然として中国企業との待遇差に直面する日本企業は

少なくない。競争の激しい中国市場にあって、この待遇差が市場展開の障害になっているとの声も聞かれ

る。 

■ 卸・小売業の対中投資が拡大 

 2012 年末時点における日本の対中直接投資

残高は 932 億 1500 万ドル（円建て発表数値を

ジェトロがドル換算）と、アジア向け投資残高

の 3割以上、対世界投資残高でも 1割弱を占め

る。業種別では製造業の 683 億 3,400 万ドルに

対し、非製造業は 248 億 8,100 万ドルと、対中

直接投資残高の 26.7％にとどまる。 

 しかし、フロー（国際収支ベース、ネット）

では 2010 年以降、日本の対中直接投資額が急

増する中にあって、非製造業の構成比は常に 3

割を超えている。中でも卸・小売業は、2010 年、

2011 年は業種別で最大の投資額（構成比は

14.7％、14.9％）となり、2012 年も輸送用機器

に次ぐ 2位（14.6％）と急速に存在感を増して

いる。この 3 年間の投資額の平均伸び率も

34.9％増と 3 割を超えている。 

 2013 年上半期（1～6 月）の

対中直接投資額は、製造業向け

が33億1200万ドル（65.4％）、

非製造業向けが 17 億 5,100 万

ドル（34.6％）で、非製造業の

構成比は2011年（30.7％）、2012

年（31.8％）からさらに拡大し

ている。卸・小売業は 11.6％と

若干縮小したものの2桁の伸び

を維持しており、日本の対中非

製造業投資は卸・小売業に牽引されている。 

 

■ サービス業の振興に外資を活用 

 中国では国民の所得増加と相まって、特に

2010 年以降は消費市場が目覚ましく拡大して

いる。政府も内需主導の経済成長を目指す上で、

サービス業の振興が重要と繰り返し強調して

おり、そのために外資導入を積極的に進める方

針を打ち出している。 

 中国政府は外資導入のガイドラインとして

「外商投資産業指導目録」を発表し、その中で

各種優遇政策を受けることができる「奨励類」、

条件付きで認可される「制限類」、外国企業に

よる投資が認められていない「禁止類」、これ

らいずれにも属さない「許可類」に分類した管

理を行っている。なお、「禁止類」以外の分類

産業指導
類別

出資割合制限

1 一般商品の共同配送、生鮮農産物の低温配送等の現
代物流および関連技術サービス

奨励類 -

2 農村における連結配送 奨励類 -

3 パレットプールおよびコンテナ共有システムの建設と経
営

奨励類 -

4 直接販売、通信販売、ネット販売 制限類 -

5 穀物の買付、穀物、棉花、植物油、砂糖、たばこ、原油
、農薬、農業用フィルム、化学肥料の卸売、小売およ
び配送

制限類 同一の外国投資者が30を超える支店を設立し、複数の
供給業者から仕入れた異なる種類およびブランドの商
品を販売するチェーン店は外資比率49％以下。

6 大型の農産物卸売市場の建設、運営 制限類 -

7 オーディオ・ビジュアル製品（映画を除く）の流通 制限類 合作に限定

8 船舶代理、外国船の積荷検数 制限類 船舶代理：外資比率49％以下、外国船の積荷検数：合
弁、合作に限定

9 製品油卸売およびガソリンスタンド 制限類 同一の外国投資者が30を超える支店を設立し、複数の
供給業者から仕入れた異なる種類およびブランドの商
品を販売するチェーン店は、外資比率49％以下。

業務内容

図表13  外資企業の卸売・小売業投資に関する主な指導方針

〔注〕-は、外商投資産業指導目録に出資比率などの記載がない。
〔資料〕外商投資産業指導目録（2011年改訂版）から作成
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においても、投資に際しては審査機関（政府）

へ申請し許認可を得る必要がある。 

 2011 年に改訂された同目録では、卸・小売業

の奨励類に、新たに生鮮農産物の低温配送など

の「現代物流」、農村における「連結配送」な

どが追加された。また、交通運輸および物流業

（倉庫含む）の奨励類には自動化高層倉庫施設、

輸送業務関連の保管施設の建設・経営が追加さ

れるなど、中国が必要とする技術、ノウハウを

奨励類に加えている。 

 

■ 原則開放だが注意を要する規制も  

  卸・小売業への外資導入に関しては、

外商投資産業指導目録において図表 13

のように分類されている。その上で外

資の卸・小売企業が対中投資をする際

には、商務部が 2004 年 4月に施行した

「外商投資商業領域管理弁法」の規定

に従い、政府への審査手続きを行う必

要がある。この弁法により、それまで

制限されていた全額外資による出資や

フランチャイズ経営が認められ、地域

制限やロイヤルティー制限が撤廃（一

部は 2004 年 12 月から実施）されるな

ど、大幅な規制緩和が行われた。 

 ただ、資本金については、投資者の

人数などによって最低資本金が定めら

れているが、審査機関が経営規模に見

合った資本金規模でないと判断した場

合は、認可が得られないことがある。

また出資比率については、同一の外国

投資者が中国国内で開設した店舗が合

計 30 店を超え、かつ取扱品目に食糧

（コメ、小麦、トウモロコシなど）や

植物油などが含まれる場合、外資の出

資比率は49％以下との制限があるなど、

注意を要する規制も存在する。 

 この他、外資の卸・小売企業の経営期間は一

般に 30 年を超えることができない（中西部地

域は 40 年）、フランチャイズビジネスの場合は

直営店を 2店舗以上有し、かつ経営期間が 1年

以上であることといった制限もある。インター

ネット販売に関しては、卸売企業が直接インタ

ーネット販売を行えるか否か明確な規定がな

く、地域による差異がみられる。出店時の許認

可審査でも国内企業が期間、条件面で有利であ

ること、最低登録資本金についても国内企業の

方が少ないケースなど、外資と中国企業との待

遇差を指摘する声もある。 

産業指導
類別

出資割合制限

1 道路貨物輸送 奨励類 出入国自動車運輸会社への投資は制限

2 道路旅客輸送 制限類 外資比率49％以下、合弁に限る

3 鉄道貨物輸送 制限類 合弁、合作に限定

4 鉄道旅客輸送 制限類 外資比率49％以下

5 航空輸送 奨励類 外資比率49％以下

6 水上輸送 奨励類 外資比率49％以下

7 国際海上輸送 奨励類 外資比率49％以下

8 国際コンテナ連絡輸送業務 奨励類 -

9 農、林、漁業汎用航空 奨励類 合弁、合作に限定

10 自動化高層立体倉庫施設、輸送業
務関連の保管施設、経営

奨励類 -

11 国際貨物輸送代理 許可類 -

12 郵便基本サービス 禁止類 郵便会社、郵便の国内速達業務

業務内容

図表14  外資企業の交通運送業および物流業投資に関する主な指導方針

〔注〕-は、外商投資産業指導目録に出資比率などの記載がない。
〔資料〕外商投資産業指導目録（2011年改訂版）から作成

分野 注意事項

外商投資道路貨
物輸送業

◇外商の投資道路貨物輸送企業の設立は可能。
◇交通主管部門によって事前に審査、許可を得る必要あり。
◇外商投資企業営業許可証を取得後、設立予定地の省級交通主管部門に『
道路運送経営許可証』を申請しなければならない。
◇外商投資道路運営企業の経営期限は一般的に12年を超えない。但し、投
資額の50％以上が旅客貨物輸送駅場等のインフラ建設に用いられた場合、
経営期限は20年まで可能。

外商投資国際貨
物輸送代理業

◇国際貨物輸送代理企業の最低登録資本は
（1）海上国際貨物輸送代理：500万元
（2）航空国際貨物輸送代理：300万元
（3）陸路国際貨物輸送代理：200万元
◇外商投資の国際貨物輸送代理企業は1年以上経営し、かつ登録資本金の
入金が全て完了した時点で支店の設立を申請することができる。
◇外商投資の国際貨物輸送代理企業は国際貨物輸送代理に従事する支社
を1社設立するごとに、最低50万元を登録資本金として積み増さなければなら
ない。
◇国際航空貨物輸送代理企業は、中国航空運輸協会から「航空輸送販売代
理資格」を取得する必要がある。なお、独資企業は同資格を取得することがで
きないため、合弁企業の設立が前提条件となる

〔資料〕外商投資国際貨物運輸代理企業管理弁法、外商投資道路運輸業管理規定、中国民用航
空運輸販売代理資格の認定弁法から作成

図表15 取り扱い分野別投資に関する主な注意事項
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■ 国際物流業務ではなお外資に高い障壁 

 交通運輸および物流業への外資導入に関し

ては、外商投資産業指導目録において分類され

ている（図表 14、図表 15）。道路貨物輸送業、

倉庫保管業については奨励類に分類されてお

り、100％外資での進出が可能となっている。

国際貨物輸送代理業は許可類であり、最低資本

金も内国民待遇が実施され、100％外資での進

出が可能な一方で、外資企業は1年以上経営し、

かつ登録資本金の入金が全て完了した時点で

支店設立を申請できるという制限が課されて

いる。 

 また、国際航空貨物輸送代理企業は「中国民

用航空運輸販売代理資格の認定弁法」により、

中国航空運輸協会に「航空輸送販売代理資格」

の取得を申請する必要があるが、100％外資企

業は同資格を取得できないとの規制があり、事

実上、合弁企業での進出が前提条件となってい

る。なお、国際貨物輸送代理企業の経営期間は、

一般に 20年を超えないとされている。 

 

■ CEPA、上海自由貿易試験区では例外規定 

 中国は香港、マカオと「経済・貿易関係緊密

化協定（CEPA）」を締結しており、両地域企業

で「サービス事業者認定」を取得している場合

に得られる例外規定が多数ある。例えば、卸・

小売業で規制されている国内店舗数30以上で、

取扱品目に食糧や植物油などが含まれる場合

の外資出資比率については、広東省に限って

100％出資による経営が認められている。また、

広東省に 50 店舗以上を有している場合は、国

内全土で 100％出資による経営が可能となる。

他方、国際貨物代理企業に関しては支店設立に

求められる諸条件はなく、国際航空貨物代理業

も 100％出資での進出が可能となっている。 

 CEPA 以外では、2013 年 10 月 1 日に正式に発

足した中国（上海）自由貿易試験区において、

現時点で幾つか例外規定がある。同試験区は外

資導入に関して、許認可制から届け出制への変

更、参入前内国民待遇の付与とネガティブリス

ト方式の採用、サービス分野開放の加速などが

方針として示されている。9 月 29 日に発表され

たネガティブリストでは 18 業種で 190 項目の

制限分野が列挙された。これにより、試験区内

では国際海上運輸企業の外資比率制限が撤廃

されたほか、100％出資での国際船舶管理会社

の設立も可能となった。 

 

■ 市場特性から合弁を通じた参入が中心 

 卸・小売業、物流・倉庫業とも業態により外

資規制状況が異なるため、各社の事業内容によ

って参入方法もさまざまだ。ただ、中国市場を

ターゲットとしたビジネスの場合、国土が広大

なことに加え、以前の地域別、商品別に分断さ

れていた社会主義体制の影響から、これまでは

卸・小売りおよび物流体制が地域内でほぼ成立

していたこともあり、外資規制の有無にかかわ

らず、その地域に強い現地企業との提携を通じ

た参入が多い。言い換えれば、現地企業との提

携なくして市場参入を図ることが難しい市場

ともいえよう。 

 外資規制上の課題としては、「外商投資商業

領域管理弁法」第 18 条にある中国国内で開設

した店舗が合計 30 店以上で、取扱品目に食糧

や植物油などが含まれる場合の外資比率が

49％以下との制限がある。日系企業からは店舗

数と出資比率制限の撤廃要望が挙げられてい

る。また物流業に関しては、国際航空貨物代理

企業に課されている「航空輸送販売代理資格」

の取得における事実上の合弁規制がある。日系

航空企業に対しても中国系国際航空代理企業

を介する必要があり、仲介手数料などのコスト

がかかっている。競争の厳しい中国市場にあっ

て、この待遇差が市場展開の障害になっている
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との声も聞かれる。 

 この他、外資規制ではないものの、中国の商

習慣として小売企業がメーカーや卸売企業に

求めるリベートがある。新規取引を開始すると

きに支払う「新規口座開設料」、新規に店舗に

商品を置くときに支払う「入場料」、それ以外

にも販売促進や広告のための「協賛金」など数

十種類からなるリベートがある。2012 年に国務

院（内閣）が数種類のリベートを禁止する通達

を出しているものの、守られていない地域も少

なくないのが実態といわれている。
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  小売業の外資開放には依然慎重（インド） 
 

ジェトロ・ニューデリー 西澤知史 

 

  政府は小売業の外資開放に慎重な姿勢を崩していない。国内の小売市場の 9 割を占めるといわれる

小規模商店経営者は、おおむね外資参入に反対で、政府も思い切った開放に踏み切れない。将来の小売

業への参入を見据え、欧米の大手小売業者は卸売業形態で拠点を構えている。物流業への参入に規制

はなく、外資の進出が進んでいる。 

■ 巨大小売市場を目前に外資参入は限定的 

 インド国際経済関係研究所（ICRIER）による

と、国内の小売市場規模は5,900億ドルに迫り、

世界有数の規模だ。しかし、この市場では未組

織の小売り形態（家族経営の零細・小規模商店）

が 9割を占め、その数は全国に 1,200 万店ある

ともいわれる。こうした小売業者は、概して小

売業の外資開放に対して反対の姿勢を取って

おり、外国直接投資（FDI）政策〔商工省産業

政策促進局（DIPP）が管轄〕に記載された小売

業の投資要件は極めて厳しい内容となってい

る。このため、巨大な市場が目前にありながら、

外資小売業の参入は限定的だ。 

 単一ブランドの商品のみを販売する小売業

については、2006 年に 51％までの外資出資が

可能になった。さらに 2012 年に政府の個別認

可取得と一定条件を満たすことを条件に、外資

100％までの出資が可能になった。しかし、51％

を超える出資には、調達規制（調達額の 3割を

国内調達、小規模企業からの調達が推奨）が適

用されている。2006 年の外資開放以後、51％以

下の具体的な投資案件では、ナイキ（米国）、

ルイ・ヴィトン（フランス）、マークス＆スペ

ンサー（英国）など 80 社近い企業が進出して

いる。一方 51％を超える出資を行う外国企業は

この調達規制が足かせとなり、イケア（スウェ

ーデン）の進出計画が代表例として取り扱われ

ている程度だ。 

 一方、スーパーマーケットやコンビニなど複

数ブランドの商品を扱う総合小売業は2012年、

一定の条件を満たすことを条件に 51％まで外

資出資が可能になった。この条件は、最低投資

額 1 億ドル、3 年以内にバックエンド・インフ

ラ（ロジスティクス関係、倉庫、製造など）に

投資額の 50％以上を投資すること、調達額の 3

割は小規模企業（工場・機械への投資額が 100

万ドル以下の企業）から行うこと、人口 100 万

人以上の都市を対象（100 万人未満の都市は州

政府の許可取得要）とすること、などだ。なお、

総合小売業は、各州政府にこの外資規制を受け

入れるか否かを判断する権限が付与されてお

り、2013 年 12 月現在では、デリー準州、ハリ

ヤナ州、マハラシュトラ州など計 11 州・連邦

直轄領がこの規制の受け入れを表明している。 

 こうした厳しい条件があるため、インドの総

合小売業への参入を表明する外資企業は久し

くなかった。しかし、2013 年 12 月 17 日、英国

の小売り大手テスコが、地場のタタ財閥の小売

り部門であるトレント・ハイパーマーケットの

50％の株式を取得し、総合小売業へ参入する計

画を発表した。トレントは「スターバザール」

や「スターデイリー」などの総合小売店を、南

西部を中心に 16 店舗展開している。一方、テ

スコは 2008 年にインドの卸売業に参入。トレ

ントとはフランチャイズ契約を締結し、同社の

「スターバザール」に経営ノウハウなどを供与
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するほか、卸業者として同店舗で販売する商品

の 8割を供給している。今回の投資計画が政府

に承認されれば、テスコは総合小売業を営む初

の外資企業となる。 

 

■ 小売業参入に備え卸売形態での進出が目

立つ  

 卸売業は、1997 年に 51％まで外資出資が認

められ、その後 2006 年には出資上限が 100％ま

で引き上げられた。卸売業についても、消費者

へ直接販売する店舗の設置が禁止されるなど

複数の条件はあるが、世界的な小売業者数社は

小売業参入の足掛かりとすべく、まず卸売業に

参入している。原則として、彼らの顧客は一般

消費者ではなく小売業者だ。 

 具体的な進出事例としては、メトロ（ドイツ）

が 2003 年にインド 1 号店を出店、その後現在

では全国に 15 店舗を構えている。このほかに

も、2008 年にはマークス＆スペンサーとテスコ、

2010 年にはカルフール（フランス）が進出して

いる。 

 ウォルマート（米国）は 2011 年、通信最大

手バルティと折半出資で合弁会社を設立し、

「ベストプライス」という卸売店を全国で 20

店舗以上展開していたが、2013 年 10 月にこの

合弁の解消を発表。同店舗の経営は全てウォル

マートが引き継ぐことになった。合弁解消の理

由の1つがこの合弁会社の経営難であるといわ

れている。さらにこの合弁会社の最高財務責任

者を含む社員5人が政府職員に対する贈賄罪で

逮捕されたことも大きい。米国当局が海外腐敗

行為防止法に基づいて実地調査をした結果、同

社がインドでの政府許認可取得に際し当局に

賄賂を支払ったことが明らかとなった。 

 ウォルマートは今後のインドでの総合小売

業の展開方針については公式に発表していな

いが、市場関係者の話では、同社は 2014 年春

に控える総選挙の結果を踏まえてから決定す

るのではないかという見方が多い。地場の小売

業者を支持基盤の1つとして抱えるインド人民

党（BJP）が選挙に勝利し政権を取った場合、

小売業の外資開放についての政府の風当たり

が強まることを恐れているとみられる。 

 

■ 製造業中心に発展した物流業 

 物流業に対する外資の出資制限はなく 100％

まで出資が可能だが、2000 年代前半までは、外

資参入は限定的で、地場の物流会社が市場のメ

ーンプレーヤーだった。しかし 2000 年代後半

に入り、製造業やサービス業が牽引するかたち

でインド経済が高成長の軌道に乗ると、物流ニ

ーズも急激に増加。外資の物流会社がこれを商

機と捉え、物流業への外資参入が本格化した。

既にインドには、フェデックス（米国）、DHL（ド

イツ）、TNT（オランダ）など世界トップ 50 の

物流会社の約 7割が拠点を構え、近年では日本

通運、近鉄エクスプレス、鴻池運輸、山九など

日系大手物流会社の進出も目立っている。 

 但し、インドの物流市場は、トラックやドラ

イバーのコストが物価に比して決して安くな

いこと、提携する地場企業の 1社当たりのトラ

ック保有台数が少ないため多数の地場企業と

提携する必要があること、ドライバーは派遣型

が多いことなど、自社の運送品質管理に苦労し

ているという。地場の物流会社が保有するイン

フラを活用することを狙って、地場企業を合弁

や買収するケースも多い。 

 さらに、インドの物流業は製造業に牽引され

るかたちで発展してきたことも特徴的だ。物流

業の発展と小売業との関連性は乏しいといえ

る。インドでは、製造業の工場は自動車産業を

中心に複数拠点化が進み、部品や完成車の全国

レベルの物流網の整備が必須だった。小売市場

をみると、こうした物流ニーズを生みだすよう
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な組織だった小売業は極めて少ない。コールド

チェーン整備も発展途上だ。今後、小売業への

外資参入が本格化する機運が高まれば、物流業

の拡大の余地は十分に残されているといえる。 
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 小売業は一定規模以上で参入可能、卸売業規制はあいまい（スリランカ） 
 

ジェトロ・コロンボ 崎重雅英 

 

  小売業に外国企業が参入するには、100 万ドル以上の資本金で現地法人を設立する必要がある。卸売

業に関する規制はあいまいで、運輸（物流）業では外資出資比率規制があり、原則外資の出資は 40％ま

でだ。小売業に関しては、フランチャイズ展開が当面の現実的な進出形態といえそうだ。 

 

■ 小規模な小売業は外資参入禁止 

  スリランカでは、以下に該当する小売業

（Retail trade）への外資参入は認められてい

ない。 

現地法人の場合 

  資本金 100 万ドル以下 

（根拠法令）2002 年 4 月 19 日付臨時官報

No.1232、パート Iセクション（I） 

海外支店の場合 

  資本金 200 万ドル以下 

（根拠法令）2010 年 11 月 22 日付臨時官報

No.1681、パート Iセクション（I） 

 

  現地法人に関する根拠法令では、原則 100％

まで外資による設立が可能という前提で、①適

用外の分野、②外資の出資規制がある分野が列

記されている。この適用外の分野の1つとして、

小売業に関する前述の内容が記載されている。

また、海外支店については、「海外支店に認め

られていない商業・貿易・産業活動」の 1つと

して前述の内容が挙げられている。つまり、ス

リランカでは、現地法人の場合は 100 万ドル以

上、海外支店の場合は 200 万ドル以上の資本金

でのみ外資の小売業参入が可能ということに

なる。スリランカの外資誘致機関である投資庁

（BOI）によると、この外資規制は単独資本、

合弁を問わず適用されるとのことで、合弁の場

合も、外資出資比率にかかわらず外資分は 100

万ドル以上でなければ小売業への参入は認め 

 

られないという。 

 

■ 政府機関によって「卸売業」の定義が異なる 

 しかし、根拠法令には「小売業（Retail trade）」

が具体的にどのような業種を含むかまでは明

記されておらず、これを補足する文書もない。

このため、「卸売業」について、政府機関によ

って解釈が異なるという事態が生じている。会

社登記局（ROC）によると、卸売業向けの外資

規制は特になく、他業種と同様に海外支店とし

て設立する場合には 20万ドルの投資額（BOI 認

可を受けない現地法人であれば特段の規制な

し）という条件を満たせばよいという。一方、

BOI に聞いたところでは、「Retail trade」には

いわゆる「小売業（Retail）」のほか「卸売業」

も含まれるとの解釈で、前述の条件（現地法

人：100 万ドル以上、海外支店：200 万ドル以

上）が卸売業への外資参入にも適用されるとい

う見解だ。 

 1 つの事項に関して、政府機関あるいは担当

者ごとに見解が異なるという事態は、スリラン

カでは決して珍しくなく、それ自体が外資の参

入障壁になっているともいえる。いずれにして

も現状では、卸売業への外資規制はあいまいと

言わざるを得ない。   

 

■ 運輸（物流）業務にも外資規制業種 

  運輸（物流）業については、前述の根拠法

令で、以下のような外資規制が設けられている。 
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現地法人の場合 

・貨物輸送、海運代理業 

 外国投資の出資割合は 40％まで（BOI の認可

があった場合に限り、これ以上の外資の出資が

認められる）。 

・航空運送業、沿岸海運業 

 （外国投資の出資割合は）スリランカ政府あ

るいは当該業種への外国投資認可のために設

立された司法／行政機関が認可した割合まで。 

海外支店の場合 

・貨物輸送、海運代理業 

 海外支店に認められていない商業・貿易・産

業活動。 

・国内航空運送業、沿岸海運業 

 為替管理局長の事前認可が必要な活動。 

 

 このように、貨物輸送、海運代理業は、現地

法人としては 40％出資を上限に外資参入が認

められているが、海外支店としての外資進出は

認められていない。航空運送業、沿岸海運業へ

の海外支店の進出については、スリランカ政府

からの認可取得が条件となっている。但し、貨

物輸送、海運代理業は BOI の認可があれば 40％ 

 

以上の外資出資が可能となっており、BOI によ 

ると、投資額が大きく当該企業の進出が同業他

社の呼び水になると判断した場合には、例外的

に 100％外資を認める可能性もあるという。 

 

■ 現地生産を行うことで参入障壁が下がる

分野も 

 前述の外資規制・参入条件を整理したのが図

表 16だ。BOI によると税制優遇措置が受けられ

る BOI 法 17 条認可を受けた外資系の農業・製

造企業は、小売りについて別途ルールが設けら

れている。BOI 法 17 条認可を受けるには、BOI

が優遇措置対象に定める業種と最低投資額を

満たさなければならないが、この中には対象業

種として輸出志向型製造業、加工を含む農業・

畜産業・水産業が含まれている。そして、輸出

志向型製造業については、生産量の最大 10％ま

で国内市場で販売できる（90％以上は要輸出）

28。また農業もしくは食品加工業を営む企業は、

生産品を国内市場で販売できる（輸出要件はな

し）。農業については、BOI 法 17 条認可を得る

                                                   
28 アパレル、セラミックについては最大 40％まで国内販売可

能。 

図表16　スリランカの流通業に対する外資規制

小売業 卸売業 運輸（物流）業

現地法人 BOI企業 17条企業（BOIによる優遇
税制対象）

対象外
(一部、国内で生産活動を行う企
業向けに例外措置あり)

対象外 対象外

16条企業（BOIによる優遇
税制対象外）

資本金100万ドル以上 BOI見解：資本金100万ドル以上 貨物輸送：外資40％まで
海運代理：外資40％まで
航空運送：許可範囲内
沿岸海運：許可範囲内

資本金100万ドル以上 BOI見解：資本金100万ドル以上
ROC見解：規制なし

貨物輸送：外資40％まで
海運代理：外資40％まで
航空運送：許可範囲内
沿岸海運：許可範囲内

海外支店 資本金200万ドル以上 BOI見解：資本金200万ドル以上
ROC見解:20万ドル以上

貨物輸送：外資禁止
海運代理：外資禁止
航空運送：許可範囲内
沿岸海運：許可範囲内

商業・取引・産業活動を行う場合
（例：branch office, project office）

〔注〕BOIは投資庁、ROCは会社登記局。
〔資料〕"The Gazette of the Democratic Socialist Republic of Sri Lanka, EXTRAORDINARY, No.1232/14-FRIDAY, APRIL 19, 2002", 
"The Gazette of the Democratic Socialist Republic of Sri Lanka, EXTRAORDINARY, No.1681/10-MONDAY, NOVEMBER 22, 
2010"およびBOI、ROCへのヒアリングをもとにジェトロが作成

非BOI企業
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要件となる最低投資額は 2500 万スリランカル

ピー（約 19万ドル、1ドル＝約 130 ルピー）か

らのため、現地生産をすれば小売市場への参入

障壁がかなり下がることになる。実際に、食品

加工業という形態で BOI17 条認可を得て、食品

小売業を展開している外資系企業もある。 

   

■ 小売業ではフランチャイズ展開が現実的

な選択肢か   

 外資規制は以上のとおりで、小売業について

は、いわゆる地場のパパママショップの保護を

目的としており、100 万ドル（海外支店の場合

は 200 万ドル）以上の資本金という大規模投資 

であれば、外国企業の参入も認めている。とこ

ろが、表 17 のとおり、スリランカの小売市場

における外国ブランドは地場企業によるフラ

ンチャイズ展開が大半で、外国企業の直接投資

という形態はほとんどみられない。外資規制が

障壁になっている面もあるだろうが、人口約

2,000 万人という限られた市場規模ゆえに、外

資系小売企業にとって本格参入の対象になっ

ていないとも考えられる。 

 2009 年の内戦終結以降、地場資本によるスー

パーマーケットの店舗拡大、婦人服ブティック

やアパレルショップの急増など、順調な経済成

長に伴う人々の消費意欲の高まりに呼応して

小売業分野も活性化しているのは確かだ。ただ、

100 万ドル以上の投資をしてスリランカの小売

市場に進出するというのは、一部の大企業を除

けば決してハードルは低くはないだろう。広範

な販売網を持つ地場の小売企業を活用したフ

ランチャイズ展開が、当面は現実的な進出形態

かもしれない。 

 

図表17　フランチャイズで展開する外国ブランド

外国ブランド 現地フランチャイジー

マクドナルド Rusi Pestonjee

KFC Cargills (Ceylon) PLC

アデイダス Hameedia

リーボック D. Samson & Sons (Pvt) Ltd

ナイキ

マンゴ

ジョルダーノ

リーバイス

〔資料〕各社ウェブサイト、各社担当者へのヒアリング

Softlogic Holdings PLC
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  厳しい投資庁の審査、投資計画の事前確認が必須（バングラデシュ） 
 

ジェトロ・ダッカ 酒向奈穂子 

 

  卸売・小売業に対する外資規制は明文化されていないが、投資庁の許認可を得る段階で投資案件は

厳しく審査されている。運輸業は外資出資比率を 49％までに制限され、さらに運輸業を含むサービス業 8

業種に対する登記差し止めの通達がある点にも留意が必要だ。 

 

■ 審査は雇用や付加価値の創出を重視 

 卸売・小売業について、外国企業の参入を禁

止する明文規定はない。手続きは通常通り、商

業登記所にて社名承認、会社設立証明書の取得、

投資庁から投資登録証を取得という流れとな

る。 

 しかし、外資 100％や合弁での進出の場合、

商業登記所にて会社設立証明書を取得したと

しても、その後の投資庁においてサービス業に

対する審査が厳しく、登録が困難となることが

ある。投資庁の審査では、現地で雇用を生むか、

付加価値を創出できるかという点が重視され

る。特に製造拠点をバングラデシュ国内に持た

ずに販売活動をする場合は、許認可の取得が難

しくなることが想定される。審査基準が公表さ

れていないため、事前に投資庁に確認する必要

がある。 

 国内販売をする場合には、地場企業と販売代

理店契約を結び、自社はバングラデシュへの輸

出のみとするか、併せて駐在員事務所を設立し

販売促進活動のサポートを行うのが一般的だ。 

 

■ 運輸業の出資比率は 49％が上限 

 運輸業の場合には、出資額、出資比率につい

ての規制がある。出資比率は 49％が上限となっ

ている。 

 しかし、2012 年 4月に、運輸業を含めたサー

ビス分野 8業種の外資投資について、商務省か

ら商業登記所に対して「外資政策が策定される 

 

まで、一切の外国投資を差し止める」との通達

が出されている。これは、バングラデシュの民

間人から、外資 100％出資もしくは合弁を含む

外国企業の直接投資は産業発展に寄与するが、

バングラデシュ人の雇用創出につながらない

場合が多かったり、利益が海外に還元されたり

して、国益に反すると関係当局に対して適切な

外資管理を求める訴訟が起こされたことがき

っかけとなった。 

 商務省のサービス業8業種の規制を強化する

通達では、アパレル調達事務所、貨物運送業者、

輸入代理店、配達（クーリエ）サービス業者、

海運会社、利益目的の教育機関、広告代理店、

航空・鉄道の販売総代理店の 8業種が登記差し

止めの対象となっている。これらの業種に該当

する際は、商業登記所において 100％外資およ

び合弁の現地法人設立の認可を得ることが困

難になっている。こうした分野への投資を検討

する場合には、事前に商業登記所と協議する必

要がある。 

 

■ 参入例のない日系の卸売・小売業 

 現在、日系企業による卸売・小売業での参入

はなく、外資参入の事例もほとんどない。日系

企業を含む外資企業の参入は、投資庁での登録

が困難となっていることに加え、物件の取得、

不動産価格の高騰、輸入品に課せられる高額な

関税、地場企業との競合がハードルとなってい

る。 
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 こうした課題はあるが、人口 1 億 5000 万人

と市場の潜在性は高く、1 人当たり所得は 840

ドル（2012 年世界銀行調べ）と、毎年所得水準

が上がり購買力も高まっている。内需を目指し

て参入する際は、事前に投資庁にビジネスプラ

ンを示し、規制の問題がないか確認する必要が

あるだろう。 
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  卸売・小売業、物流業は外資 100％で参入可能（パキスタン） 
 

ジェトロ・カラチ 白石薫 

 

  サービス業に対する外資規制はなく、100％の外資の進出が可能だ。サービス業に課せられていた最

低資本金も、2013 年 2 月に撤廃された。卸売・小売業には、外資系企業の参入がみられるものの、まだ活

発化していない。物流業には、国際物流業が合弁などで参入しているが、サプライチェーンを構築するに

は至っていない。 

 

■ 卸売・小売業でカルフールやメトロが進出 

 パキスタンの対外開放は進んでおり、卸売業、

小売業、物流業、いずれの分野でも外資 100％

での参入が可能だ。サービス業に課せられてい

た 15 万ドルの最低資本金は、2013 年 2 月に発

表された 2013 年投資政策（Investment Policy 

2013）により廃止された。従って、現在は最低

資本金に対する規制はない。 

 小売り分野では、フランス系カルフールのハ

イパースターが既に進出しており、ラホールと

カラチにおいて店舗を展開中だ。ドイツ系のメ

トロも、会員制卸売りチェーンとして 2007 年

からパキスタン地元財閥のハビブグループと

合弁で店舗を展開し、パキスタン国内に 9店舗

を有する。ハビブグループは、メトロのほかに

オランダを発祥とするマクロブランドの小売

店も展開していたが、2012 年にメトロブランド

に統一した。2013 年 12 月現在、外資系メジャ

ー卸売・小売店の進出はこの 2グループに限ら

れている。 

 100％外資に開放されているにもかかわらず、

外資系企業の進出が限られている理由として、

①治安が悪いイメージが強く、ビジネスの対象

として検討されていないこと、②コールドチェ

ーンのみならず物流インフラが未整備で、物流

業界が未成熟であること、③世界 6位の人口を

有しながらも購買力がまだ低いこと、④マクロ 

 

 

 

経済などのカントリーリスク、といった問題点

が考えられる。このため、リスクを最小限に抑

えつつ、ビジネスを展開する手段として、フラ

ンチャイズ方式の店舗展開が目立つ。パキスタ

ンではケンタッキー・フライド・チキン、マク

ドナルド、ピザハットなどがかねて店舗展開を

しており、2012 年以降はファストフード業界の

バーガーキング、ファット・バーガー、ハーデ

ィーズなどの米系ハンバーガーチェーンが新

たに展開している。 

 

■ インフラが未発達な物流業 

 物流面でも、外資制限はない。既に DHL、UPS

などの大手物流企業がサービスを展開してい

る。しかし、国内の物流インフラの脆弱（ぜい

じゃく）性を反映して、完全なかたちでサー

ド・パーティー・ロジスティクス（3PL）を委

託、請け負っている物流企業はまだない。その

中でもトラック輸送については、パキスタンが

アフガニスタンに展開する国際治安支援部隊

（ISAF）への最短補給ルートになっていること

から、道路事情は安定している。しかし、サプ

ライチェーンの構築は完成されているとは言

い難く、ジャスト・イン・タイムの物流管理は

ほぼできていない。コールドチェーンなども未

発達のままだ。鉄道省・パキスタン国鉄の鉄道

による物流は、その非効率性などから輸送旅客



 
 

ジェトロ 2014 年 2 月「アジアにおける卸売・小売・物流業に対する外資規制比較」  53 
Copyright (C) 2014 JETRO. All rights reserved 

人員数、貨物量ともに減少しており、パキスタ

ン国鉄の改革は喫緊の課題となっている。 

 通関業は、数百社が免許を得て業務に従事し

ており、激しい競争状態にある。しかし、通関

業務は業界団体の認可が必要となっており、外

資系企業が通関業の免許を取得することは困

難なのが実情だ。 
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アンケート返送先    FAX： 03-3582-5309 

e-mail：ORF@jetro.go.jp 

日本貿易振興機構 海外調査部 アジア大洋州課宛 

 

 

● ジェトロアンケート ● 

調査タイトル：アジアにおける卸売・小売・物流業に対する外資規制比較 

 

今般、ジェトロでは、標記調査を実施いたしました。報告書をお読みになった感想について、是

非アンケートにご協力をお願い致します。今後の調査テーマ選定などの参考にさせていただきま

す。 

■ 質問１：今回、本報告書での内容について、どのように思われましたでしょうか？（○をひとつ） 

 

４：役に立った ３：まあ役に立った ２：あまり役に立たなかった １：役に立たなかった 

 

 

■ 質問２：①使用用途、②上記のように判断された理由、③その他、本報告書に関するご感想

をご記入下さい。 

 

 

 

 

■ 質問３：今後のジェトロの調査テーマについてご希望等がございましたら、ご記入願います。 

 

 

 

 

■ お客様の会社名等をご記入ください。(任意記入) 

ご所属 

□企業・団体 

 

□個人 

会社・団体名 

 

部署名 

 

※ご提供頂いたお客様の情報については、ジェトロ個人情報保護方針（http://www.jetro.go.jp/privacy/）に基づ

き、適正に管理運用させていただきます。また、上記のアンケートにご記載いただいた内容については、ジェトロ

の事業活動の評価及び業務改善、事業フォローアップのために利用いたします。 

 

～ご協力有難うございました～ 
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〒107-6006 東京都港区赤坂１－１２－３２ 

TEL：03-3582-5179（海外調査部アジア大洋州課） 
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本原稿は 2014 年 1月 15 日～2月 7日付け通商弘報に掲載された原稿を一部加筆・修正したものです。 

 

【免責事項】 本報告書で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用下さい。ジェ

トロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けておりますが、本報告書で提供した内容に関連して、ご利

用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロ及び執筆者は一切の責任を負いかねますので、

ご了承下さい。 

                                                                       禁無断転載 


